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STEP１-１ 基本情報
組合コード 22868
組合名称 古河電工健康保険組合
形態 単一
業種 金属工業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

9,808名
男性83%

（平均年齢46.02歳）*
女性17%

（平均年齢42.70歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 18,143名 -名 -名
適用事業所数 26ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

110ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

96.0‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 2 27 - - - -
保健師等 13 1 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 7,591 ∕ 9,131 ＝ 83.1 ％
被保険者 6,237 ∕ 6,398 ＝ 97.5 ％
被扶養者 1,354 ∕ 2,733 ＝ 49.5 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 693 ∕ 1,418 ＝ 48.9 ％
被保険者 644 ∕ 1,300 ＝ 49.5 ％
被扶養者 49 ∕ 118 ＝ 41.5 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 63,710 6,496 - - - -
特定保健指導事業費 28,783 2,935 - - - -
保健指導宣伝費 74,996 7,646 - - - -
疾病予防費 125,564 12,802 - - - -
体育奨励費 0 0 - - - -
直営保養所費 46,799 4,772 - - - -
その他 61,964 6,318 - - - -
　
小計　…a 401,816 40,968 0 - 0 -
経常支出合計　…b 6,066,237 618,499 - - - -
a/b×100 （%） 6.62 - -
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令和8年度見込み
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男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 74人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 392人 25〜29 668人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 623人 35〜39 616人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 741人 45〜49 1,096

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 1,489
人 55〜59 1,363

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 817人 65〜69 217人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 40人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 18人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 119人 25〜29 238人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 116人 35〜39 132人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 167人 45〜49 270人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 318人 55〜59 166人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 99人 65〜69 24人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 5人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 377人 5〜9 478人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 590人 15〜19 713人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 490人 25〜29 55人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 13人 35〜39 5人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 3人 45〜49 2人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 5人 55〜59 7人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 5人 65〜69 0人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 11人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 327人 5〜9 481人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 600人 15〜19 694人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 437人 25〜29 64人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 137人 35〜39 205人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 345人 45〜49 531人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 730人 55〜59 554人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 315人 65〜69 104人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 57人 70〜74 -人 70〜74 -人
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基本情報から見える特徴

１：中規模な健康保険組合である（被保険者数：9,808人　加入者数：18,143人　令和６年予算数値）　。
２：全適用事業所のうち、母体企業に被保険者の60％が所属している。
３：母体企業のほか、関係会社27社が適用事業所として所属している。
４：加入者は被保険者の男性が80％、女性が20％で50代が多く、被扶養者は男性が32％、女性が67％で50代が多い。
５：母体企業には産業保健職が常勤として存在するが、規模の小さい関係会社などは、医療専門職が常勤として存在しないため、保健指
　　導や健康づくり活動などが手薄になりがちである。
６：特定保健指導を受けたがらない人が多く、利用者が少ない。健康意識の低い事業所が多く存在する。
７：歯科健診やがん検診を事業所で実施しても受診する人が少ない。
８：市街地から離れた工場が多く、車通勤者が多いため、運動不足の傾向にあることが伺える。
９：事業部門によっては、国内外への出向及び出張者が多いところもあり、健康管理が行き届かない。
10：事業部門によっては、国内外で工事業務を行っている被保険者多く存在し、健康管理をすることが難しい。
11：被扶養者の健康マイページ登録率が低く、健康意識の低さが伺える。
12：当組合には、産業保健職が不在である。
13：母体企業が掲げる健康経営に対して、コラボでの取り組みがスタートした。
14：母体組織である健康推進センターと健保組合で事業についての意見交換が活発にできるようになった。
15：企業側の衛生管理費の関する予算が十分に確保できない。
16：健康マイページの利用率が伸び悩んでいる。加入者の中でのITリテラシーの格差が大きい。
17：定年延長に加え、若年層の離職と、キャリア採用者増加で平均年齢が上がっている。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
１：生活習慣病リスク保持者への対策が、労働安全衛生法による保健指導と、特定保健指導の両方あるため、利用する従業員が混乱するケースがある。
２：機関誌（けんぽだより）は自宅にもち帰らない被保険者が多く、必要な情報が被扶養者へ伝わらないことが多い。
３：人間ドック、がん検診、電話相談などは利用者が固定化されている。
４：がん検診の受診率が低い。
５：健康マイページの利用が定着していない。
６：労使健保共催で実施する事業へは参加率が高い。
７：被扶養者の健診(特定健診、主婦健診）の受診率が年々下がっている。
８：イベント的な保健事業については継続性がないため、そのものの効果が図りづらい。

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　体力健康づくり推進活動
　保健指導宣伝 　健康イベント
　保健指導宣伝 　事業所訪問指導
　保健指導宣伝 　コミュニケーションスキル研修
　保健指導宣伝 　健康保険組合事務担当者研修会
　保健指導宣伝 　保健事業検討会
　保健指導宣伝 　機関誌の発行（けんぽだより）
　保健指導宣伝 　健保ホームページ
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　健康マイページ
　保健指導宣伝 　健康づくり活動
　保健指導宣伝 　健康づくり活動ポイント
　保健指導宣伝 　セカンドオピニオンサービス
　保健指導宣伝 　心の健康づくり活動
　保健指導宣伝 　電話健康相談
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　ジェネリック医薬品利用通知
　保健指導宣伝 　重複受診・多剤処方通知
　保健指導宣伝 　セカンドライフセミナー
　保健指導宣伝 　ミドルエイジセミナー
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導(被扶養者）
　保健指導宣伝 　育児誌の配布
　疾病予防 　特定健診（被扶養者）
　疾病予防 　主婦健診
　疾病予防 　生活習慣病健診
　疾病予防 　肝炎ウィルス検査
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　重症化予防事業
　疾病予防 　がん検診
　疾病予防 　胃集団検診
　疾病予防 　血中ピロリ菌抗体検査
　疾病予防 　大腸がん検診
　疾病予防 　婦人科検診
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　疾病予防 　歯科検診
　疾病予防 　脳血管系疾患予防検査補助
事業主の取組
　1 　定期健康診断
　2 　健診事後措置に伴うフォロー
　3 　特殊健康診断
　4 　ミドルエイジ健康セミナー
　5 　セカンドライフセミナー
　6 　メンタルヘルス研修
　7 　喫煙者個別指導
　8 　ウォーキングプログラム
　9 　インフルエンザ予防接種
　10 　産業医面談
　11 　長時間勤務者面談
　12 　婦人科検診
　13 　栄養情報誌の発行
　14 　体力測定
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備

保
健
指
導
宣
伝

5 体力健康づく
り推進活動 運動によって体力増強に取り組む人の増加 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 3,000

ルネサンス及び提携機関利用者数：282
1人
無料オンライン体験などもあり、利用
者はかなりいたようだが、人数などの
詳細は不明
コロナ感染が落ち着いてきてはいるも
のの、まだコロナ以前の利用者数には
達していない

機関紙、ホームページ、メルマガ、社
内発信文書等、様々な媒体を通して利
用促進を図った
また、周知活動をしていただける事業
所も増えた
オンライン体験などのプログラムも多
数あり、利用しやすい環境がつくられ
ていた

コロナの感染者は落ち着いてきている
ものの、まだ利用控えなどの傾向があ
る
一度リセットされた運動習慣をまた元
に戻すためには、安全性の担保と健保
組合や会社からの積極的な呼びかけが
必要である

5

5 健康イベント
健康づくりに取り組むきっかけの提供（健康保険組合では、年４回の
強化イベントを実施）
６月：朝食摂取定着月間　９月：睡眠充足率向上月間　１２月：肝臓
思いやり月間　３月：運動習慣定着月間

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 2,481

６月：朝食摂取定着月間　
　　　　参加者　444名
　９月：睡眠充足率向上月間
　　　　参加者　478名（アーカイブ配
信含）
１２月：肝臓思いやり月間
　　　　参加者　466名（アーカイブ配
信含）
　３月：運動習慣定着月間
　　　　参加者　303名（アーカイブ配
信含）

健康診断結果などから生活習慣も問題
点や健診結果の問題点を洗い出し、ピ
ンポイントでの健康づくり活動を行う
ことで、自分事として受け止め、参加
率につながっているものと思う
また各事業所担当者からの呼びかけや
、健保からのメルマガなどを使った複
数回の呼びかけも参加率につながって
いると感じる

参加してほしい人はなかなか参加せず
、健康意識の高い人が積極的に参加し
ている状態
また就業時間以外での実施（昼休み等
）になるため、当日参加できない人も
いる
アーカイブ配信があることで安心し、
その後アーカイブ視聴自体を忘れてし
まうケースもある

5

1 事業所訪問指
導

個別事業所ごとに健康リスクの情報を共有し、保健事業の活用して職
場の健康づくりに取り組む事業所を増やす。
※新型コロナ感染状況によっては、直接訪問をオンライン訪問に切り
替えて実施する。

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 1,254

6月から7月の間にスケジュールを調整
して予定した10事業所と打ち合わせす
ることができた
・電工本社　　　 ・ジェフユナイテッ
ド
・電工滋賀　　　 ・古河産業
・古河AS　　　　・古河電工エコテッ
ク
・古河C＆B　　　・古河マグネットワ
イヤ
・古河日光発電　 ・フォーム化成
・古河電工ビジネス＆ライフサポート
・エセックス古河マグネットワイヤジ
ャパン
・古河ネットワークソリューション
・古河テクノマテリアル

昨年までは感染症予防のため、オンラ
インによる打ち合わせが中心であった
が、新型コロナの感染症が下火傾向に
あることで、直接事業所に出向いて話
し合いをすることができるようになっ
た。また、医療費分析をお願いしてい
るJMDCの担当者のも同席してもらい、
医療費やその傾向の説明をお願いでき
たことで、より現状と問題点を把握で
きる機会になったのではないかと考え
る。

事業への参加を促すためにも早めの訪
問が必要。
ただし、データ分析の結果を待つこと
になるので、７月中旬以降がスタート
となる。

5

5
コミュニケー
ションスキル
研修

コミュニケーションの取れた職場の増加
※新型コロナ感染の状況によっては、集合研修を中止してオンライン
研修に切り替えて実施を検討

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 111

5月から5回シリーズでZoomを使って
実施
受講者数：50名　
◆スケジュール◆
①5/27　私はどんな人？
②9/16　傾聴ってなに？１
③10/21　傾聴ってなに？２
④11/25　自分のことを伝えよう
⑤12/23　怒りと上手に付き合おう

・社内や自宅のオンライン環境が整っ
てきたこと
・個々人のITリテラシーが向上したこ
と
・コロナ禍でメンタルやストレス、コ
ミュニケーションに興味を持つ人が多
かった

対面と異なり、一人一人の様子がわか
らない。また理論的なことが中心とな
り、十分な体験学習ができない。
アンケートでも、コミュニケーション
スキルの研修は対面がいいという意見
を多数もらった。
感染予防に十分配慮したうえで、いつ
から対面でできるか、検討が必要。

5

1
健康保険組合
事務担当者研
修会

各適用事業所単位でも保健事業を効果的に推進するため、保険組合の
課題と対策事業（保健事業）について広く共有し、理解を得る会議体
を設営する。
※新型コロナ感染の状況によっては、オンライン開催に切り替える

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 0

日にち：令和4年10月21日
時　間：13：30〜15：00
参加者：27名
新型コロナ感染拡大により集合による
研修会の実施はできず、webの実施に
切り替え実施した。

オンライン研修であったが、各所でも
オンライン会議などが多くなり、ITリ
テラシーが向上したで、受け側もスム
ーズであった。

web会議の為、伝える方が一方的にな
ってしまう傾向が強くなる。また疲労
度も大きいため、２〜３時間程度の開
催となるため、十分討議ができない。

5

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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1 保健事業検討
会

より効果的な保健事業を実行するため、各事業所の担当ラインと健保
が集まり、保健事業を検討するための会議体を設置する。
※新型コロナ感染の状況によっては、オンライン開催に切り替える

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 2

日にち：令和3年11月25日
時　間：13：00〜16：30
参加者：49名
新型コロナ感染症が下火傾向となった
ため、対面とオンラインのハイブリッ
ト形式にて実施。

実際に対面で担当者同士話をしたいと
いう方もおり、対面での参加者も多か
った。
ハイブリットによる音声のトラブルな
どは多少あったものの、円滑に実施で
きた。
また、対面参加してくださった方には
、測定機器の体験コーナーを設け、今
後の健康づくり活動の参考としていた
だいた。

グループ討議の際は、Web参加の方は
Web参加者同士で、対面参加の方は対
面参加者同士でのグループ分けとなっ
たため、グループ編成が限られてしま
う。

5

1
機関誌の発行
（けんぽだよ
り）

健康リテラシーの向上に、定期的に保健事業や健康対策のための情報
を定期的に届ける。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 807 予算組合会と決算組合会後にホームペ

ージに掲載した。
メルマガや事業主宛の発信文書、社内
ポータルサイト、健保組合ホームペー
ジなどで周知を促し、閲覧の促進に努
めた。

現場作業者等、パソコンを持たない従
業員や健康マイページに未だ登録して
いない従業員についてはメルマガを配
信しても届かないため、情報が行き届
かないこともある。
健康マイページへの登録促進が重要。

5

1 健保ホームペ
ージ

加入者への健康増進への意識付けに一定数以上の情報を掲載していく
。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 1,235

法改正、書式変更、事業所変更、事業
所からの提案があった都度、見直し変
更を行った。

閲覧している人に対して、リアルタイ
ムで正確な情報を伝えるため、こまめ
に新しい情報を掲載するように努めて
いる。
また問い合わせがあった際、ホームペ
ージの参考箇所を示しながら伝えるこ
とができるので、理解を得られやすい
。

書式変更、公告の掲載、法改正など、
頻繁に修正を入れなくてはいけないの
で、担当者の負荷が大きくなっている
。
厚生局の監査でホームページの見にく
さを指摘されたため、新たにホームペ
ージPJチームをつくり、刷新を図って
いる。

5

加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2 健康マイペー
ジ 健康づくりに取り組む人の拡大 全て 男女

18
〜
74

その他 2,836
事業所の働きかけもあり、健康マイペ
ージの登録率は高くなってきている。
被保険者登録率：84.8%
被扶養者登録率：39.2%

健康マイページ内での保健事業を実施
すること、健診結果から健康年齢を表
示するなど、ログイン率を上げる工夫
をした。
また健康ポイントを設け、魅力ある景
品と交換できるようにするなど興味関
心を引き付けた結果、登録率が上がっ
てきたものと考える。

未だに現場など会社のパソコンがない
方や、スマートフォンでの登録を躊躇
する方、個人情報の入力に不安を感じ
る方が未だに登録していない現状があ
る。
システムの安全性を周知すると共に、
健康マイページ内にてヘルスリテラシ
ーをあげる事業を取り入れ、健康マイ
ページにも興味を持ってもらうよう取
り組む必要がある。

4

2,5 健康づくり活
動 積極的に生活習慣改善に取組む被保険者を増やす。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 2,163

健康づくり活動で補助金を利用した活
動を事業所で実施。事業所によっては
参加者も大きく増加した。
コロナ禍は非接触型体温計や消毒液、
消毒スタンドなどを購入、社員全員で
使うという企画が多かったが、コロナ
が落ち着いてきたこともあり、疾病予
防に係る事業への補助を中止し、本来
の健康増進事業への補助を行った。
のべ実施拠点数：15事業所

健康づくり活動補助金の周知、事業所
訪問での利用促進、補助金の利用範囲
拡大などにより、以前に比べ補助金利
用が増加した。しかし、コロナ禍で疾
病予防事業に利用した件数には及ばな
かった。

意識ステージの高い方を中心の参加傾
向にあるため、意識付けにもつながる
ような事業の実施を提案することが必
要。また事業所内では、兼務業務の方
が多いため、企画担当者がいなく自発
的に実施する事業所は限られている。

3

5 健康づくり活
動ポイント 組合員の各種保健事業への参加率向上 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 2,742

健康診断結果の改善者や健康づくり活
動への参加者へインセンティブとして
ポイントを付与。そのため、補助金を
利用した事業所での健康づくり活動の
参加者も増加した。
当該年度もコロナの影響があり、社内
で集まっての健康づくりによる企画は
少なかったが、個々人で参加できる事
業への参加でポイントを付与される方
が多かった。
実施回数：17回

インセンティブ付与と健康づくり活動
補助金の周知を合わせて行ったこと、
事業所訪問での利用促進、補助金の利
用範囲拡大などにより、事業実施件数
が増え、参加者も増加、活動ポイント
の付与も増えた。

ポイント付与が健康づくりのきっかけ
となっているが、徐々にポイントに頼
らず、自立的な健康づくり活動ができ
るよ行動変容を促す必要がある。

5

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)
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2
セカンドオピ
ニオンサービ
ス

がんに罹患した加入者が安心して適切な治療を受ける環境を整備する
。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 0 通年通して、メルマガ、けんぽだより

、ホームページ等で周知した。
セカンドオピニオンの利用については
、繰り返しの情報提供と産業保健職等
のPRが大きく影響を与えているものと
考える。

当該年度はコロナ禍ということで利用
者が減ったものと思う。オンライン相
談なども利用できるような双方環境整
備が望ましい。

5

5 心の健康づく
り活動

メンタルヘルスの不調者が早期に対応できるよう、カウンセリングの
利用を増やす。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 56

随時予約を取ってカウンセリングの実
施。
その他事業所での教育、労働組合での
教育なども実施。

事業所訪問での利用促進、ホームペー
ジやけんぽだよりなどの機関紙を利用
したPR、産業医からのリファーにより
、利用者が増えたと思われる。また継
続実施者がいたため、回数は非常に多
くなった。

当該年度はコロナ禍ということで対面
の面談が非常に少なかった。Web面談
ができる方限定となったことで相談し
づらいと思われたかもしれない。また
社内相談室のため、情報漏洩の心配が
り、利用しづらいという人もいると思
われる。母体企業が契約している外部E
APの利用促進やWEB面談などの利用も
含めてニーズにこたえていきたい。

5

6 電話健康相談 （重複や夜間受診などの）不要不急な医療の抑制に向け、電話相談の
利用件数を増やす。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 2,307

24時間電話相談窓口と、二次健診ネッ
トワーク、セカンドオピニオンサービ
ス、生活習慣病サポートもセットにし
たサービスを提供した。
ただし、電話相談利用者は減少傾向で
あるが、AI機能を使ったチャットボッ
トは徐々に使われだしてる。

けんぽだより、メルマガ、チラシ、ポ
スターなどで周知を行った。
また健保組合からの発信だけでなく、
事業所内でも周知活動をいただけた。

知らない相手と話すという抵抗感や不
安がある人もいる。相談ケースや利用
した人の声などを掲載して、より身近
に感じてもらう工夫をしたい。
またチャットボットなどAIを使った機
能についてもっと周知をしていきたい
。

5

2 医療費通知 適切な受診を目指し、加入者が自身の医療費の費消状況について認知
している状態にする。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 0

Web版の医療費通知を毎月更新してお
り、いつでも最新の情報が見られるよ
うにしている。また、医療費控除に用
いるデータ抽出ができるようにシステ
ムを管理している。

様々な保健事業で健康マイページを利
用するよう動線をつくったことで、医
療費通知を確認する人が増えている。
また医療費控除の問い合わせも減った
。

健康マイページにログインしていない
人はWebで医療費通知を確認すること
ができないため、事業所にも協力して
もらい、全員がマイページを使えるよ
うな状態にしていきたい。

5

2,5,7
ジェネリック
医薬品利用通
知

ジェネリック医薬品の利用を促進する。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 0

健康マイページにジェネリック医薬品
利用通知を毎月更新しており、いつで
も最新の情報が見られるようにしてい
る。

様々な保健事業で健康マイページを利
用するよう動線をつくったことで、ジ
ェネリック医薬品利用通知を確認する
人が増えている。

健康マイページにログインしていない
人はWebでジェネリック医薬品利用通
知を確認することができないため、事
業所にも協力してもらい、全員がマイ
ページを使えるような状態にしていき
たい。

5

2,5 重複受診・多
剤処方通知 重複診療、多種多剤対象者の抑制 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 1,117

10月に案内文書発信
・適正受診文書発信対象：1,483名
　　重複受診：７名
　　頻回受診：１名
　　時間外診療：1,475名
・適正服薬文書発信対象：174名
　　重複服薬：0名
　　多剤服薬：174名
　　併用禁忌：0名
通知前評価期間：2022年1月〜6月
通知後評価期間：2022年11月〜2023年
1月

啓発通知を出すのは初めてだったので
、警戒感も多少あったように感じるが
、評価の結果一定の医療費削減効果が
見られた。
始めてくる通知が自身の通院、服薬を
見直すきっかけとなったようだ。

適正受診については、特に時間外診療
で、業務との兼ね合いがあったり、時
間外診療で加算されることを知らない
人が多くいるようだった。今後広報誌
などを通して、啓発していく必要があ
る。

5

3,4,5 セカンドライ
フセミナー セカンドライフセイナーの参加率を高める。 一部の

事業所 男女
50
〜
50

基準該
当者 235 参加者数： 名

就業時間中の開催だが、会社・労働組
合・健康保険組合の共催で実施してい
ることから、参加のために休暇をとっ
ても、上司の理解が得られやすく、参
加しやすい。

・就業時間内のため、現場や営業など
仕事を離れることができない被保険者
は参加が難しい。
・参加案内が来ても、健康意識の低い
人は参加しない。

5

3,4,5 ミドルエイジ
セミナー ミドルエイジセミナーの参加率を高める。 一部の

事業所 男女
35
〜
40

基準該
当者 84 参加者数：43名

就業時間中の開催だが、会社・労働組
合・健康保険組合の共催で実施してい
ることから、参加のために休暇をとっ
ても、上司の理解が得られやすく、参
加しやすい。

・就業時間内のため、現場や営業など
仕事を離れることができない被保険者
は参加が難しい。
・参加案内が来ても、健康意識の低い
人は参加しない。

4
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疾
病
予
防

2,3 インフルエン
ザ予防接種 インフルエンザの重症化予防に向け予防接種率を高める。 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 5,874

事業所で集団接種ができる場合は事業
所内で実施（就業時間中）。その際、
個人負担分は給与天引きとした。
個人で接種した場合は、補助金申請を
することで補助を受けられる。

もともと被保険者、被扶養者、事業主
より要望があった事業なので、利用率
は高い。
また今年度は期中からワークフロー申
請も取り入れたため、補助金の申請が
しやすくなったのではないかと考える
。

ワークフローの使い方などが不十分な
人もいるため、シーズン前には利用方
法について再度周知する必要を感じた
。

5

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3,4 特定健診（被
保険者）

メタボリックシンドロームに注目した健康状況の把握とリスク保持者
のスクリーニングのため、健診の受診率を向上する。 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員,被
保険者

0
対象者数：6398人
受診者数：6237人
実施率：97％
計画実施率：98%
達成度：99％

定期健康診断の結果を事業主より提供
いただくことで特定健診実施とみなし
た。また出向者等、社外で受診してい
る被保険者の健診データの収集にも力
を入れた。

出向者などの健診データの収集が、十
分ではない。事業主にデータの収集の
徹底を依頼し、そこから提供いただく
よう引き続き呼び掛けていく必要があ
る。また任意継続被保険者の受診率向
上んための受診勧奨も増やす必要があ
る。

4

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
（被保険者） 生活習慣予防に向け、まずは生活習慣改善指導率の向上を図る。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

21,287

対象者全員に通知を出し、社外へ保健
指導の依頼を出している。
動機づけ支援対象者：615名
積極的支援対象者：685名
合計：1300名

対象者名簿を事業所の担当者へ送り、
実施までの運用を委託。実施委託機関
は健保組合で契約し、その中で事業所
にあったプログラムを実施している委
託機関を選択してもらった。
事業所に主体的に動いていただくこと
で、意識が向上している。
また、事業所の担当者なので、目配り
しやすく、声もかけやすい。

リピーターが多くまた支援期間が長い
ため、本人も担当者もモチベーション
の維持が難しい。
またヘルスリテラシーの低い人は保健
指導を利用しようとしない人もいる。
モデル事業をもっと利用していくこと
が望まれる。

1

4 特定保健指導(
被扶養者） 生活習慣予防に向け、まずは生活習慣改善指導率の向上を図る。 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

1,973

対象者全員に通知を出し、保健指導の
依頼を出している。
動機づけ支援対象者：89名
積極的支援対象者：29名
合計：118名

数度にわたる督促。
利便性と個々人の生活様式を考え、支
援内容の異なる2機関から選択できるよ
うにした。
また未申込者に対して、度重なる申し
込みへの督促を行った。

特にコロナ禍において、対面での支援
を敬遠されることがいいため、ICTを用
いた支援をもっと普及していく必要が
ある。また被扶養者のITリテラシーを
高める必要もある。
対象者についてはリピーターが多いた
め、本人のモチベーションの維持が難
しい。
またヘルスリテラシーの低い人は保健
指導を利用しようとしない人もいる。

1

保
健
指
導
宣
伝

5 育児誌の配布 健康リテラシーの高い親の人数を増やす。 全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 324 配布件数：86件

アンケートはがき回収：19件
出産育児一時金の申請があった時点で
、該当被保険者、被扶養者に冊子を郵
送

冊子についての満足度指標となるのが
、「読者はがき」であるが、はがきを
出すことに躊躇していたり、面倒だっ
たりして受け取れないケースが多い。

5

疾
病
予
防

3,4 特定健診（被
扶養者）

メタボリックシンドロームに注目した健康状況の把握とリスク保持者
のスクリーニングのため、健診の受診率を向上する。 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 49,923

対象者数：2733人
受診者数：1354人
実施率：49％
計画実施率：70％　
達成度：70％

個人宛に健診の案内を郵送した後、受
診状況を確認しながら、受診勧奨の電
話やはがきの送付を年2回行った。
またけんぽだよりなどの広報誌やメル
マガなどで受診勧奨を都度行った。

パート先で受診している人の健診デー
タの回収が十分できないことや、忙し
い、面倒などで受診しない人への積極
的な働きかけがまだ十分ではない。
また新型コロナの感染拡大に伴い、受
診を控えている人がまだいるのではな
いかと推測される。

3

3,4 主婦健診 メタボリックシンドロームに注目した健康状況の把握とリスク保持者
のスクリーニングのため、健診の受診率を向上する。 全て 男女

18
〜
39

被扶養
者 2,320

見込み（2023年6月）
対象者数：479人
受診者数：149人
実施率：31.1％

個人宛に健診の案内を郵送した後、受
診状況を確認しながら、受診勧奨の電
話やはがきの送付を年3回行った。
またけんぽだよりなどの広報誌やメル
マガなどで受診勧奨を都度行った。

パート先で受診している人の健診デー
タの回収が十分できないことや、忙し
い、面倒などで受診しない人への積極
的な働きかけがまだ十分ではない。
また新型コロナの感染拡大に伴い、受
診を控えている人がまだいるのではな
いかと推測される。

1

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3,4 生活習慣病健
診

生活習慣病の早期発見と早期治療につながるよう、健診受診率を向上
する。 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 4,636

定期健康診断と合わせて実施している
ことから、対象者はほぼ全員実施する
こととなる。
出向者などの結果については国への報
告までに収集予定。

事業所が行っている定期健康診断と同
時実施していることが受診率向上につ
ながっている。

産業保健スタッフのいる事業所では、
結果を健康管理に活用できているが、
産業保健スタッフのいない事業所では
、結果説明がどのようにされているの
か不明。異常値が二次検査、精密検査
、診療などに結び付いているか確認で
きないため、有用性が不明確である。

5

3,4 肝炎ウィルス
検査

肝炎罹患者が適切な治療に取り組めるよう、早期発見に向け検査実施
率を向上する。 全て 男女

40
〜
40

被保険
者 327

定期健康診断と合わせて実施している
ことから、対象者はほぼ全員実施する
こととなる。

事業所が行っている定期健康診断と同
時実施していることが受診率向上につ
ながっている。

産業保健スタッフのいる事業所では、
結果を健康管理に活用できているが、
産業保健スタッフのいない事業所では
、結果説明がどのようにされているの
か不明。異常値が二次検査、精密検査
、診療などに結び付いているか確認で
きないため、有用性が不明確である。

5

3 人間ドック 病気の早期発見のサポートに向け、受診率を向上する。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 11,591

人間ドックの必要性や契約医療機関と
キャンペーンを実施し、けんぽだより
、メルマガ等で周知。
利用者の少ない施設との契約中断し、
利便性のよい新規機関との契約なども
行いながら利用者のニーズに合わせて
いる。

複数年キャンペーンを継続実施するこ
とで毎年同じ施設で受診する人が増え
た。
また、多くのオプション検査を実施で
きるようにしたことも利用者増加の一
因となっている。

今期はコロナの影響が多少緩和してき
たようだが、医療機関での受け入れ制
限などがあり、以前より予約しづらく
なっている。
引き続き人間ドックの必要性について
は啓蒙活動を続けていく。また人間ド
ック受診につながる、ヘルスリテラシ
ーの向上にも努める。

5

4 重症化予防事
業

重症化予防に向け生活習慣改善の取組みを浸透に向け、個別介入を強
化し指導率を向上する。 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 5,431

ハイリスク者
糖尿病のみ：86名
糖尿病＋高血圧性疾患：109名
糖尿病＋脂質異常症：86名
糖尿病＋高血圧性疾患＋脂質異常症：1
49名

毎朝尿検査による、前日の塩分摂取量
測定や、体重測定、血圧測定などで管
理していくため、変化や取り組みの結
果が日々見ることができ、モチベーシ
ョンが保てる。

スマートフォンやPCを用いての支援の
ため、通信すること自体に不安を感じ
る方や日々の測定を面倒に感じて、実
施しない利用者もいた。体験者の話な
どでPRしながら利用者を増やしていき
たい。

5

3,4 がん検診 がんの適切な治療に繋がる早期発見強化のため、受診率を向上する。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 12,599

がん検診を受けた方に対して、「がん
検診補助金支給申請」により、上限500
0円まで補助。　さらに事業主の定期健
康診断時に、血液検査による腫瘍マー
カーをオプションで提供している。費
用は個人負担だが、がん検診補助金に
て申請可能。

定期健診を利用していることで、腫瘍
マーカーの受診者が増えた。また、ア
ミノインデックスを実施する事業所も
あり、高額だが意識の高い被保険者が
利用するようになった。
事業主側でも補助金についての周知を
継続。

簡単に受診できる腫瘍マーカーを優先
的に受診し、画像検査をしない人が多
い。画像健診の有用性を周知していく
必要がある。
腫瘍マーカーへの補助については、今
後産業医の意見を聞きながら検討する
。

5

3,4 胃集団検診 がんの適切な治療に繋がる早期発見強化のため、受診率を向上する。 全て 男女
35
〜
74

加入者
全員 17,728

事業所の定期健康診断時にバリウムに
よる直接撮影を実施。既往歴のある人
やバリウミウが飲めない体質の人につ
いては、産業医より胃カメラを勧めて
もらっている。

定期健康診断時に実施することで、受
診しやすくしている。また、産業保健
スタッフの健康教育やPRなどの影響も
大きいと感じる。

バリウムを飲むことで仕事に差し支え
る、と嫌がる方が受診を拒むケースが
多い。
また、腫瘍マーカーを行っているから
大丈夫という誤った認識の方もいるた
め、引き続きの教育が重要と考える。
今後ABC健診の検討を始めていくこと
が必要。

5

3,4 血中ピロリ菌
抗体検査 胃がんの予防に向けピロリ菌感染検査の受診率を向上する。 全て 男女

30
〜
30

被保険
者 316

定期健康診断と合わせて実施している
ことから、対象者はほぼ全員実施する
こととなる。

事業所が行っている定期健康診断と同
時実施していることが受診率向上につ
ながっている。

産業保健スタッフのいる事業所では、
結果を健康管理に活用できているが、
産業保健スタッフのいない事業所では
、結果説明がどのようにされているの
か不明。異常値が二次検査、精密検査
、診療などに結び付いているか確認で
きないため、有用性が不明確である。
また任意項目のため、全員が検査する
とは限らないため、検査の意義等を教
育、周知することも重要。

5

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3,4 大腸がん検診 がんの適切な治療に繋がる早期発見強化のため、受診率を向上する。 全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶

養者
8,599

事業主の定期健康診断時に同時に回収
している。容器は健康診断の案内に同
封。

検体の採取期間を1週間程度とっている
ので、検体を採取しやすい。
また健康診断時に回収するため、提出
忘れがす少ない。
実施の必要性については、産業医、産
業保健スタッフが事業所内で周知。

検体採取困難な方や採取が面倒という
ことで提出しない人がいる。 5

3,4 婦人科検診 婦人科系の疾患の早期発見・早期対応の強化のため検診の受診率を向
上する。 全て 女性

18
〜
74

加入者
全員 5,215

巡回健診については、年度末に実施事
業所を募り、委託機関と日程を調整。
事業所は手上げ方式で実施。
5地区で実施。
また当日受診できない人のために郵送P
HV検査も実施。

事業所担当者のPRが熱心。
がん体験者などの話を健康講話で実施
することで健診を受けようという意識
が高まる事業所もある。
がん検診補助金のPRで医療時間等で受
診するケースも多い。
巡回健診で受診できなくても、郵送健
診での受診者も多く、関心度の高さが
伺えた。

事業所のよっては希望者数の関係や、
健診者を駐車できるスペースの問題で
実施できないところもあって、不平等
感を感じる人もいる。

5

3,4 歯科検診 う歯や口腔不調の早期発見のため検診受診率を向上する。 全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 3,382

巡回歯科検診受診者数：611人
歯肉溝バイオマーカー受診者数：909名
無料歯科検診受診者数：26人
コロナ感染の危険を避けるため、これ
まで巡回検診を実施していた事業所が
見送っているケースが多い。代替えと
して歯肉溝バイオマーカーを提案した
ところ、多くの方の参加が見られた。

事業所での検診担当窓口の方が、興味
を持ちPRをしている事業所は受診希望
者が多い。
令和４年度もバイオマーカーによる口
腔検査も実施した。

コロナ禍であるため、各所で予定して
いた巡回歯科検診は３箇所のみとなっ
た。
代替で歯肉溝バイオマーカーを実施し
、多くの方が実施した。ただ、歯のク
リーニングなどを期待している人も多
いため、コロナなどの感染症への心配
が払しょくされ、巡回検診が再開され
ることが待たれる。

5

2,4,6 脳血管系疾患
予防検査補助

脳血管の異常の早期発見強化のため、特に既往歴・家族歴のある方に
対して促進を強化する。 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 534

年度に一人1回のみ補助としている。
【4/1〜翌年3/31】
また、国内の医療機関で全額自己負担
した場合のみ補助対象とした。

脳血管系疾患の重症化予防事業を始め
たこともあり、脳血管疾患への興味が
高まったことや、血管系疾患によるQO
Lの低下を懸念する動きが利用者増加に
つながったと考える。

検査が高額なため、本当に検査が必要
な人が実施しているか不明。また検査
結果を産業医や担当医などと共有し、
有効利用しているかも把握できていな
い。

5

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業目標
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

定期健康診断 安衛法に基づく健康診断 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

休業者を除き受診率100％
職制や対象者が、必ず受診するものとして理解
している
期間内受診者は契約医療機関へ紹介している

- 有

健診事後措置に伴
うフォロー

要精密検査・要再検査・要治療者の受診結果の把握、保健指導の実
施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

実施率は90％以上の事業所がほとんど -
・就業時間以外の通知には強制力がなく、受診
するか否かは対象者の関心度によるところが大
きい
・呼び出しに応じないものがいる

無

特殊健康診断 法定で定められた化学物質や業務についている従業員への健康診断
を実施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

ほぼ100％の受診率
勤務時間中の受診や外部医療機関への受診によ
る
業務として職制が協力的

- 無

ミドルエイジ健康
セミナー 40歳の節目に生活習慣を振り返る 被保険者 男女

40
〜
45
毎年実施　参加者は当該年度に参加できない場
合は翌年に受講

企業、労働組合、健康保険組合での共同実施の
ため、参加しやすい

意識の低い人の参加が望めない
参加の際には休暇(半休など）を取得しないとい
けない

有

セカンドライフセ
ミナー

50歳の節目に生活習慣を振り返ると共に、退職後の生活について考
える 被保険者 男女

50
〜
55
毎年実施　参加者は当該年度に参加できない場
合は、翌年に受講

企業、労働組合、健康保険組合での共同実施の
ため、参加しやすい

意識の低い人の参加が望めない
参加の際には休暇（半休など）を取得しないと
いけない

有

メンタルヘルス研
修

メンタル疾患の予防のため、外部EAPの講師により研修、教育を行
う 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

計画的に実施 業務として職制が協力的 研修日、研修時間が限定されているため、業務
の都合などで参加できない人もいる 無

喫煙者個別指導 禁煙サポートとして、喫煙者の方に産業医・看護職による個別面談
を実施する 被保険者 男女

20
〜（

上
限
な
し）

希望者と産業医または看護職の呼び出しにより
実施される 勤務時間中の個別受診が可能である 禁煙に向けての意識が低い者については呼び出

しに応じない 有

ウォーキングプロ
グラム 地域で開催の家族参加型のウォーキングイベントの紹介 被保険者

被扶養者 男女

0
〜（

上
限
な
し）

地元のTHP活動に参加している事業所などに限
定される

担当者の呼びかけと毎年の行事になっているた
め、参加しやすいと思われる

開催日が限定されており、参加したくでもでき
ない人もいる
休日に実施するので参加希望者が少ない

無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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インフルエンザ予
防接種 社内流行予防のため、社内で集団接種を実施、または補助金を支給 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

予防接種受診率：本社で80％以上　　支社は20
％強 勤務時間中の受診が可能 受診率が拠点によって大きく異なる。また、利

用者が固定化している 無

産業医面談 就業制限必要の有無などの判断 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

100%実施 業務として職制が協力
法律に則った業務のため、強制力がある - 無

長時間勤務者面談 長時間勤務による健康障害の防止 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

100%実施 業務として職制が協力 - 無

婦人科検診 婦人科疾患の早期発見 被保険者 女性

18
〜（

上
限
な
し）

実施率：80% 女性が少ないので、他会社の女性社員と一緒に
検診を実施

①若い人の検診に対する理解不足
②特定の事業所しか実施できない 無

栄養情報誌の発行 栄養の基礎知識についてテーマを決めて発行 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

特定の事業所ではあるが、これまで2013年から
計8回
総合休憩所のテーブルと各職場の休憩所に配置

手に取りやすい場所で、栄養についての関心が
高まる食事時間(昼食時）に見ることができる 他事業所への横展開が難しい 無

体力測定 転倒予防を主眼においた体力測定の実施 被保険者 男女

18
〜（

上
限
な
し）

母体の健康診断時に同時実施 健康診断時に同時に開催するため、参加率が高
い

握力測定・閉眼片足（事業所によっては体組成
測定）のみの計測のため、物足りなさを感じる
人もいる

無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 特定健診受診率 特定健診分析 -

イ 特定健診未受診群のパターン分析 特定健診分析 -

ウ 特定保健指導対象者割合 特定保健指導分析 -

エ 特定保健指導流入出分析 特定保健指導分析 -

オ 若年層の保健指導対象者割合 特定保健指導分析 -

カ 生活習慣病医療費分析 医療費・患者数分析 -
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キ リスク分布図 健康リスク分析 -

ク 生活習慣病　未受診者有所見者の詳細状況 健康リスク分析 -

ケ 慢性腎臓病対策 健康リスク分析 -

コ 糖尿病患者　腎機能マップ 医療費・患者数分析 -

サ 糖尿病患者　腎症病期分類割合 医療費・患者数分析 -

シ がん実態把握　医療費分析 医療費・患者数分析 -

ス がん実態把握　患者数分析 医療費・患者数分析 -
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セ がん対策　診療開始日年齢分析① 医療費・患者数分析 -

ソ がん対策　診療開始日年齢分析② 医療費・患者数分析 -

タ がん対策　便潜血検査の経過分析 医療費・患者数分析 -

チ 健診・問診分析　被保険者男性 健康リスク分析 -

ツ 健診・問診分析　被保険者女性 健康リスク分析 -

テ 健診分析　肝機能 健康リスク分析 -

ト 問診分析　睡眠 健康リスク分析 -
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ナ 問診分析　喫煙 健康リスク分析 -

ニ 問診分析　身体活動 健康リスク分析 -

ヌ 経年の歯科受受診率 医療費・患者数分析 -

ネ 年齢別　歯科受診割合 医療費・患者数分析 -

ノ メンタル受療率 医療費・患者数分析 -

ハ 重度メンタル疾患　受療率 医療費・患者数分析 -

ヒ 薬剤実態把握　有害事象発生リスク 医療費・患者数分析 -

18



フ インフルエンザ　受療状況 医療費・患者数分析 -

ヘ 頻回受診者分析 医療費・患者数分析 -

ホ はしご受診者分析 医療費・患者数分析 -

マ 後発医薬品数量割合 後発医薬品分析 -
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1

・健診受診率は、被扶養者において2020年度から増加しているものの、201
8年度実績までは戻っていない。全国平均（健保連集計令和3年度）の被扶養
者健診受診率46.1％よりも高い水準を維持している。年齢別では被扶養者の
40代前半に課題あり。
・健診未受診者のうち、医療機関を受診し、健診未受診者の対象が被扶養者
で45.7％（612名）。

 入院や疾患の影響などによる健診受診が出来ないケースを除き、健診の
重要性を周知し、被扶養者への健診の受診促進が必要である。 

2
・特定保健指導の割合を経年で集計すると、服薬者の割合が増加傾向。被保
険者においては積極的支援の割合が減少傾向にあり、特定保健指導対象者は
他健保組合とほぼ同割合。被扶養者においては、非肥満・検査値正常群の割
合が減少している。

 リバウンドやリピート群への対策は、実施率の向上対策とともに効果の
上がる特定保健指導の検証と実施、流入群への対策はヘルスリテラシー
向上と、若年層への保健指導実施。



3
・40歳未満の特定保健指導域該当の実態を集計すると、男性被保険者おいて
は、 35〜39歳　25.0%（153人）、30〜34歳　21.2％（125人）、29歳以
下14.3％（134人）が既に特定保健指導に該当している。若年層の保健指導
等の検討が必要である。

 年齢とともに、更にリスクが悪化する可能性のある若年層の保健指導等
の検討が必要である。

4

・2型糖尿病は経年で医療費が大幅に増加、脂質異常症や肝疾患も増加傾向
で高血圧症は減少傾向。また、重症化疾患においては、2型糖尿病合併症・
腎不全は増加、虚血性心疾患・脳血管疾患は減少傾向にある。
・被保険者の生活習慣病リスクを各階層別に分解すると、治療放置群に該当
する割合は6.9％で他組合とほぼ同割合であるものの、該当者数は増加傾向
。重症化群・生活機能低下群は、他健保組合とほぼ同割合であるが、重症化
群の該当者数は増加傾向。
・医療機関未受診者のうち、重篤な疾患を発症するリスクが高い複数の所見
が重なっている対象がいる。

 重症化疾患の医療費が増加していることや治療放置群が増加傾向である
ことを踏まえ、未治療者への受診勧奨による医療機関への早期の受診及
び治療中の重症化予防対策が重要である。



5
・2022年度9人の人工透析患者が存在しており、慢性腎臓病重症度分類での
集計によると、高リスクで腎疾患での未受診者が一定数存在している。
・2型糖尿病の治療中患者は経年で増加しており、2022年度のアンコントロ
ール者は66％。アンコントロール者のうち、腎機能低下疑いの対象者も経年
で増加している。

 ・腎疾患の高リスク者への未受診者対策として、主にG3b以下、尿蛋白
＋以上を対象に専門医への受診を促す事業が必須と考えられる。
・糖尿病腎症予防のため、糖尿病の治療継続および生活習慣改善の個別
介入により糖尿病性腎症への進行を予防する対策が必要であり。現行の
糖尿病性腎症対策の対象者拡大の必要性が示唆された。

6

・各悪性腫瘍の医療費においてはその他を除き、肺がん、乳がんの順で多い
。コロナ禍の2020年度度に医療費が一部上昇したという特徴がある。
・がん患者数においてはその他を除き、乳がん・大腸がんの順で多い。乳が
ん・大腸がん・前立腺がんは経年で増加傾向である。
・便潜血検査の陽性者のうち医療機関未受診者が43.0％存在し、医療機関受
診後の悪性腫瘍の診断を受ける可能性がある対象は8人。

 ・40-50代の被保険者や被扶養者も多く加入していることから、がん検
診受診率向上と要精密検査対象者への受診勧奨の重要性が示唆された。
また、がんに関連する不適切な生活習慣の改善促進などの予防対策も重
要である。

ア，イ

ウ，エ

オ

カ，キ，ク

ケ，コ，サ

シ，ス，セ，
ソ，タ
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7

・男性被保険者の健康状況（健診値）と生活習慣（問診）を他健保組合と比
較すると、肝機能と睡眠・運動の課題が見られる。睡眠習慣の非良好者割合
については、2020年度減少したものの、増加傾向。
・女性被保険者の健康状況（健診値）と生活習慣（問診）を他健保組合と比
較すると、脂質、運動、睡眠の課題が見られる。特に、身体活動を実施して
いない割合が他健保組合と比較して高い。また、睡眠習慣の非良好者割合に
ついては、2020年度減少したものの、増加傾向で特に40代後半から50代前
半の層が増加している。
・男性被保険者の肝機能の予備群・重症群割合が、他健保組合よりも多いが
、
重症群の人数においては、減少傾向にある。
・喫煙率は、長年実施している職場での喫煙対策により被保険者は男女とも
に他健保組合と比べ低い。全体として経年で男性被保険者は減少傾向にある
が、女性被保険者や被扶養者は横ばいであり、年齢階層別にみると増加して
いる層（被保険者60代後半）もある。

 ・ウォーキングイベント等の取り組み推進により、身体活動を増やす取
り組みや意欲向上のための対策が重要である。
・肝機能の予備群・重症群対象者へは、受診勧奨とリスクとなる生活習
慣改善を促す取り組みが必要である。
・健康イベントや相談窓口等のさらなる活用により睡眠習慣の改善を推
進する必要がある。
・喫煙対策として、事業主と連携した禁煙支援や情報発信が引き続き必
要な状況である。



8
・経年で歯科受診者割合は増加しているが、全体で約半数が年1回の歯科受
診がなく、そのうち3年連続未受診者は61.7%（4,829人）と多い。年齢階層
別では20代が最も歯科未受診者割合が高く、被保険者は被扶養者と比べ低い
傾向にある。

 歯科未受診者への歯科受診勧奨が必要である。

9
・メンタル疾患の受療率は、経年（2018対2022）で受療率は0.8％増加。実
患者数は、男性被保険者において40代以外の年代は増加、女性被保険者は2
0代と50代で増加している。
・男性被保険者は20代、30代、50代、女性被保険者は20代と40代で重度メ
ンタル疾患の患者数が増加している。

 被保険者においては早めの受診促進やセルフケア、管理職研修などによ
るメンタル疾患の重症化を予防する対策が重要である。

10
・有害事象発生（ポリファーマシー）の可能性があるリスクの高い6剤以上
の処方がある患者は、被保険者で10.7%（約432人）、被扶養者で7.7%（約
290人）の該当者が存在。特に40−60代で多い。

 ・有害事象発生の可能性がある対象へ、適正服薬を促し、有害事象発生
を予防する必要がある。

11 ・インフルエンザの受領率は、他健保組合と比較して大きな差はないが、20
22年度に受療率が増えてきている。  ・2022年度に受療率が増えてきていることからも、感染予防対策が重要

である。

12
・頻回受診は、50代、60代に多く、65歳未満は内科・泌尿器科・眼科、前
期高齢者は泌尿器科、耳鼻咽喉科が上位。はしご受診は、小児以外にも40代
以降に多い。

 ・頻回受診やはしご受診などの不適切な受診を予防するための情報発信
や明らかな不適切受診者への個別介入が必要である。

13 後発医薬品の数量割合は2022年度82.6％であり、国の目標の80％を超えて
いる。  後発医薬品の数量割合を85％を目標として通知を実施する。

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

チ，ツ，テ，
ト，ナ，ニ

ヌ，ネ

ノ，ハ

ヒ

フ

ヘ，ホ

マ
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1

・加入事業所は25箇所で、全適用事業所のうち、母体企業に被保険者の60％が所属しており
、全国に拠点が点在している。
・男性被保険者は40代後半から50代に多く、女性被保険者は40代後半から50代前半に多い
。経年で女性被保険者50代後半の構成割合が増加傾向にある。
・健康保険組合には産業保健職が不在。
・母体企業には産業保健職が常勤しているが、関係会社には産業保健職が常勤していない。

 ・母体企業は、関係会社を巻き込み、古河グループとしてトｰタル的
　な健康管理の実施を目指していることから、健保組合も事業主を含
　め、各関係会社ともコラボヘルスによる効果的、効率的な保健事業
　の企画、支援を実施する。
・被扶養者や産業保健職のいない事業所については、外部委託をうま
　く取り込みながら、フォロー体制を整えていく。
・事業所や会社によって職種、環境、健康管理体制が異なることよ
　り、施策の実施についてはコミュニケーションを密にして、その
　環境にあった方法を検討していく。
・生活習慣病やがん疾病のリスクが上昇する年代の被保険者の割合が多いため、生活習
慣病の予防や重症化予防対策を強化する必要がある。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1

・被扶養者の特定健診受診率が向上しない。
・被保険者の特定保健指導は、以前は母体企業の産業保健職に委託して実施していたが、現
在は外部機関に委託、実施している。
・ICT活用によるポピュレーションアプローチや医療費通知、ジェネリック情報通知が行える
基盤（健康マイページ・Pep Up）があり、事業所と連携して登録率向上やイベント参加率向
上のための取り組みを行っている。
・事業所への費用補助による健康づくりの活動を促進する取り組みを実施している。
・母体企業と健康課題の認識をすり合わせ、生活習慣改善のためのイベントを開催している
。
・治療中対象者への重症化予防対策を実施している。
・歯科検診は口腔疾患以外の大きな疾患（心疾患や糖尿病など）につな
　がるリスク管理としても非常に重要な事業であるが、歯科検診の受診者が伸びない。

 ・受診勧奨に力を入れるほか、健診後のフォローアップ体制の充実化を図り、より健康
診断を受けやすい体制づくりを行う。
・事業主、外部委託先とのコミュニケーションを密にとる。
・利用者に役立ち、魅力圧あるコンテンツの提供を心がける。
・無料歯科検診も実施していく。また受診率を高めるための広報にも力を入れる。
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　体力健康づくり推進活動
　保健指導宣伝 　健康イベント
　保健指導宣伝 　事業所訪問指導
　保健指導宣伝 　健康保険組合事務担当者研修会・保健事業検討会
　保健指導宣伝 　機関誌の発行（けんぽだより）
　疾病予防 　コミュニケーションスキル研修
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　健康マイページ
　保健指導宣伝 　健康づくりインセンティブ事業
　保健指導宣伝 　医療費通知
　保健指導宣伝 　重複受診・多剤処方通知
　保健指導宣伝 　セカンドライフセミナー/ミドルエイジセミナー
　保健指導宣伝 　健康づくり活動補助事業
　保健指導宣伝 　LINEによる情報配信
　疾病予防 　心の健康づくり活動
　疾病予防 　電話健康相談
　疾病予防 　ジェネリック医薬品利用通知
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被保険者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導（被扶養者）
　保健指導宣伝 　育児誌の配布
　疾病予防 　特定健診（被扶養者）
　疾病予防 　家族健診
　疾病予防 　生活習慣病健診
　疾病予防 　肝炎ウィルス検査
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　重症化予防事業
　疾病予防 　がん検診
　疾病予防 　歯科検診・歯科受診勧奨
　疾病予防 　脳血管系疾患予防検査補助
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助金
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
生活習慣に起因する疾患（新生物、高血圧性疾患、糖尿病、脂質異常症）に罹患するものが多い。そのため、まずは被保険者、被扶養者は健康診断の受診率100％を目指す。そして健康診
断の結果をもとに生活習慣の見直しや、重症化予防のための受診へとつなげていく。
また、健康意識を高め、自ら健康づくりへ取り組んでいくための情報発信や環境づくりをしていく。

事業全体の目標
・健康診断の受診率100％
・がん検診、インフルエンザ予防接種、人間ドックの受診率向上
・徹底した被扶養者の健康診断受診勧奨で全員受診を目標とする
被保険者の受診後のフォロー（特定保健指導を含む）については、事業主とも連携を取って、対象者に働きかけていく。
40歳未満の若年者については、ヘルスリテラシー向上に向け、ICTを用いた保健指導や動機付けを実施していくと共に、早期発見、早期治療に向けた疾病予防としてがん検診、歯科検診、
重症化予防事業は特に引き続き力を入れていく。
健康づくりや保健事業への参加を身近に感じてもらうため、情報発信ではLINEを取り入れながら、健康イベントを引き続き実施。
誰でも簡単に取り組めるような事業を計画、実施し、参加率を目指す。
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職場環境の整備
6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

保
健
指
導
宣
伝

5 既
存

体力健康づく
り推進活動 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ケ

・利用者は法人料金でス
ポーツジムを安く利用す
ることができる。
・スポーツイベント（社
長杯・理事長杯等）の開
催。
上記イベント等について
健保だよりや健康マイペ
ージ登録アドレスへのメ
ルマガ発信等で利用を情
宣する。

ア
・ルネサンスと法人契約
。利用者は、法人会員契
約料金で利用できる。
・スポーツイベントの開
催費用は健保で補助

生活習慣病・ロコモ予防
に向け、契約スポーツ施
設の利用を広く情宣し、
利用者数の拡大を図る。
テーマを変えたスポーツ
イベントの開催。

生活習慣病・ロコモ予防
に向け、契約スポーツ施
設の利用を広く情宣し、
利用者数の拡大を図る。
テーマを変えたスポーツ
イベントの開催。

生活習慣病・ロコモ予防
に向け、契約スポーツ施
設の利用を広く情宣し、
利用者数の拡大を図る。
テーマを変えたスポーツ
イベントの開催。

生活習慣病・ロコモ予防
に向け、契約スポーツ施
設の利用を広く情宣し、
利用者数の拡大を図る。
テーマを変えたスポーツ
イベントの開催。

生活習慣病・ロコモ予防
に向け、契約スポーツ施
設の利用を広く情宣し、
利用者数の拡大を図る。
テーマを変えたスポーツ
イベントの開催。

生活習慣病・ロコモ予防
に向け、契約スポーツ施
設の利用を広く情宣し、
利用者数の拡大を図る。
テーマを変えたスポーツ
イベントの開催。

運動する機会を提供することで運動への意
識向上

・男性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、肝機能と睡眠
・運動の課題が見られる。睡眠習
慣の非良好者割合については、202
0年度減少したものの、増加傾向。
・女性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、脂質、運動、
睡眠の課題が見られる。特に、身
体活動を実施していない割合が他
健保組合と比較して高い。また、
睡眠習慣の非良好者割合について
は、2020年度減少したものの、増
加傾向で特に40代後半から50代前
半の層が増加している。
・男性被保険者の肝機能の予備群
・重症群割合が、他健保組合より
も多いが、
重症群の人数においては、減少傾
向にある。
・喫煙率は、長年実施している職
場での喫煙対策により被保険者は
男女ともに他健保組合と比べ低い
。全体として経年で男性被保険者
は減少傾向にあるが、女性被保険
者や被扶養者は横ばいであり、年
齢階層別にみると増加している層
（被保険者60代後半）もある。

情宣活動の回数(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)- ルネサンス法人契約利用者数(【実績値】2,822人　【目標値】令和6年度：3,000人　令和7年度：3,000人　令和8年度：3,000人　令和9年度：3,000人　令和10年度：3,000人　令和11年度：3,000人)-
- スポーツイベント参加者数（延人数）(【実績値】120人　【目標値】令和6年度：150人　令和7年度：150人　令和8年度：150人　令和9年度：150人　令和10年度：150人　令和11年度：150人)延人数

2,650 2,650 2,650 2,650 2,650 2,650

2,5 既
存 健康イベント 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ ア,エ,ケ

年3回の強化月間を設け、
健保組合発信の保健事業
を実施する。
ウォーキングラリーは、
一定距離ごとにマイルス
トーンを設定し、参加の
モチベーションを維持。
参加のきっかけになるよ
う集合参加のウォーキン
グイベントを併設。参加
者には達成した歩数に応
じたポイントを付与。

ア

・保健事業検討会で実施
テーマの選定、事業所で
具体的な施策を検討・実
施。健保からは予算を手
当て。
・健康マイページ経由でP
ep Upの登録ができる。事
業主と連携して登録を促
進し、Pep Up上でウォー
キングラリーを実施する
。Pep Upで歩数管理。参
加者個々人が1日の歩数を
記録する。

実施テーマを選定し、各
事業所でテーマに即した
健康づくりイベントを開
催する。テーマは毎年見
直しし、ウォーキングラ
リー等ICT（Pep Up）を
活用し、参加を促進する
。

実施テーマを選定し、各
事業所でテーマに即した
健康づくりイベントを開
催する。テーマは毎年見
直しし、ICT（Pep Up）
を活用し、参加を促進す
る。

実施テーマを選定し、各
事業所でテーマに即した
健康づくりイベントを開
催する。テーマは毎年見
直しし、ICT（Pep Up）
を活用し、参加を促進す
る。

実施テーマを選定し、各
事業所でテーマに即した
健康づくりイベントを開
催する。テーマは毎年見
直しし、ICT（Pep Up）
を活用し、参加を促進す
る。

実施テーマを選定し、各
事業所でテーマに即した
健康づくりイベントを開
催する。テーマは毎年見
直しし、ICT（Pep Up）
を活用し、参加を促進す
る。

実施テーマを選定し、各
事業所でテーマに即した
健康づくりイベントを開
催する。テーマは毎年見
直しし、ICT（Pep Up）
を活用し、参加を促進す
る。

健康づくりに取り組むきっかけの提供

・男性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、肝機能と睡眠
・運動の課題が見られる。睡眠習
慣の非良好者割合については、202
0年度減少したものの、増加傾向。
・女性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、脂質、運動、
睡眠の課題が見られる。特に、身
体活動を実施していない割合が他
健保組合と比較して高い。また、
睡眠習慣の非良好者割合について
は、2020年度減少したものの、増
加傾向で特に40代後半から50代前
半の層が増加している。
・男性被保険者の肝機能の予備群
・重症群割合が、他健保組合より
も多いが、
重症群の人数においては、減少傾
向にある。
・喫煙率は、長年実施している職
場での喫煙対策により被保険者は
男女ともに他健保組合と比べ低い
。全体として経年で男性被保険者
は減少傾向にあるが、女性被保険
者や被扶養者は横ばいであり、年
齢階層別にみると増加している層
（被保険者60代後半）もある。

実施テーマ数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：3回　令和7年度：3回　令和8年度：3回　令和9年度：3回　令和10年度：3回　令和11年度：3回)- 健保主催の強化月間イベント参加者数(【実績値】2,643人　【目標値】令和6年度：3,700人　令和7年度：3,800人　令和8年度：3,900人　令和9年度：4,000人　令和10年度：4,100人　令和11年度：4,200人)延人
数

ウォーキングラリー参加者数(【実績値】1,685人　【目標値】令和6年度：2,500人　令和7年度：3,000人　令和8年度：3,000人　令和9年度：3,000人　令和10年度
：3,000人　令和11年度：3,000人)-

適切な運動習慣を有する者の割合(【実績値】32.1％　【目標値】令和6年度：33％　令和7年度：34％　令和8年度：35％　令和9年度：36％　令和10年度：37％　令和11年度：38％)40歳以上の問診結果で運動習
慣あり・身体活動あり・歩く速度が速いのいずれか2つ以上

1,320 13,201,320 1,320 1,320 1,320 1,320

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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1 既
存

事業所訪問指
導 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 ３ ク

各事業所の健康リスク分
析結果を用いて、具体的
に健康課題を事業主と共
有し、共同取組を実施す
る意義を共有できるよう
にする。
実効性を伴うよう、事業
所からは担当ラインのト
ップにも同席してもらう
。

ア,イ
事業所の総務・人事ライ
ンのトップおよび担当者
と面談。一部の事業所は
外部委託業者へ説明を委
託。

事業所の健康リスク分析
をもとに、健康課題の共
有と健康づくり活動への
積極的な関与を促すため
の面談を各事業所と実施
する。

事業所の健康リスク分析
をもとに、健康課題の共
有と健康づくり活動への
積極的な関与を促すため
の面談を各事業所と実施
する。

事業所の健康リスク分析
をもとに、健康課題の共
有と健康づくり活動への
積極的な関与を促すため
の面談を各事業所と実施
する。

事業所の健康リスク分析
をもとに、健康課題の共
有と健康づくり活動への
積極的な関与を促すため
の面談を各事業所と実施
する。

事業所の健康リスク分析
をもとに、健康課題の共
有と健康づくり活動への
積極的な関与を促すため
の面談を各事業所と実施
する。

事業所の健康リスク分析
をもとに、健康課題の共
有と健康づくり活動への
積極的な関与を促すため
の面談を各事業所と実施
する。

個別事業所ごとに健康リスクの情報を共有
し、保健事業の活用して職場の健康づくり
に取り組む事業所を増やす。

・男性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、肝機能と睡眠
・運動の課題が見られる。睡眠習
慣の非良好者割合については、202
0年度減少したものの、増加傾向。
・女性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、脂質、運動、
睡眠の課題が見られる。特に、身
体活動を実施していない割合が他
健保組合と比較して高い。また、
睡眠習慣の非良好者割合について
は、2020年度減少したものの、増
加傾向で特に40代後半から50代前
半の層が増加している。
・男性被保険者の肝機能の予備群
・重症群割合が、他健保組合より
も多いが、
重症群の人数においては、減少傾
向にある。
・喫煙率は、長年実施している職
場での喫煙対策により被保険者は
男女ともに他健保組合と比べ低い
。全体として経年で男性被保険者
は減少傾向にあるが、女性被保険
者や被扶養者は横ばいであり、年
齢階層別にみると増加している層
（被保険者60代後半）もある。

訪問面談数(【実績値】9か所　【目標値】令和6年度：8か所　令和7年度：8か所　令和8年度：8か所　令和9年度：8か所　令和10年度：8か所　令和11年度：8か所
)- 訪問面談を実施した事業所の健康経営優良企業の申請数(【実績値】13％　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：20％　令和8年度：20％　令和9年度：20％　令和10年度：20％　令和11年度：20％)-

348 348 348 348 348 348

1 既
存

健康保険組合
事務担当者研
修会・保健事
業検討会

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 ３ ス

各事業所窓口担当（総務
人事・産業保健）ライン
が出席し、事業所課題の
共有と職場の特性に応じ
た施策検討を行う。

ア,イ

健保が事務局となり、事
業所代表者と事業主施設
で合同会議を開催する。
専門の会議体設置を事業
主と整備。場所は事業主
事務所。

各事業所の窓口担当者を
集め、健保組合の課題や
今後の対策について共有
し、保健事業の検討を行
う会議を開催する。

各事業所の窓口担当者を
集め、健保組合の課題や
今後の対策について共有
し、保健事業の検討を行
う会議を開催する。

各事業所の窓口担当者を
集め、健保組合の課題や
今後の対策について共有
し、保健事業の検討を行
う会議を開催する。

各事業所の窓口担当者を
集め、健保組合の課題や
今後の対策について共有
し、保健事業の検討を行
う会議を開催する。

各事業所の窓口担当者を
集め、健保組合の課題や
今後の対策について共有
し、保健事業の検討を行
う会議を開催する。

各事業所の窓口担当者を
集め、健保組合の課題や
今後の対策について共有
し、保健事業の検討を行
う会議を開催する。

効果的な保健事業を実行するため、各事業
所の担当ラインと健保が集まり、保健事業
を検討する

・男性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、肝機能と睡眠
・運動の課題が見られる。睡眠習
慣の非良好者割合については、202
0年度減少したものの、増加傾向。
・女性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、脂質、運動、
睡眠の課題が見られる。特に、身
体活動を実施していない割合が他
健保組合と比較して高い。また、
睡眠習慣の非良好者割合について
は、2020年度減少したものの、増
加傾向で特に40代後半から50代前
半の層が増加している。
・男性被保険者の肝機能の予備群
・重症群割合が、他健保組合より
も多いが、
重症群の人数においては、減少傾
向にある。
・喫煙率は、長年実施している職
場での喫煙対策により被保険者は
男女ともに他健保組合と比べ低い
。全体として経年で男性被保険者
は減少傾向にあるが、女性被保険
者や被扶養者は横ばいであり、年
齢階層別にみると増加している層
（被保険者60代後半）もある。

開催回数(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：1回　令和7年度：1回　令和8年度：1回　令和9年度：1回　令和10年度：1回　令和11年度：1回)- 加入事業所の担当者の参加率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)参加事業所数/25事業所
990 990 990 990 990 990

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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2 既
存

機関誌の発行
（けんぽだよ
り）

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ エ

HP上に掲載し、閲覧しや
すい環境を提供。多くに
閲覧してもらえるように
、各事業所担当部門長や
窓口担当者、産業保健ス
タッフのメールや社内イ
ントラを活用し、機関誌
の発行を事業主から周知
する。

ア,イ
紙媒体を廃止し、健保HP
上に掲載。
事業主から閲覧を促す情
報提供できる体制を整備
。

機関紙（健保組合運営、
収支、保健事業、健康情
報、公示など）を発行し
加入者にリテラシーの向
上のための情報を届ける
。

機関紙（健保組合運営、
収支、保健事業、健康情
報、公示など）を発行し
加入者にリテラシーの向
上のための情報を届ける
。

機関紙（健保組合運営、
収支、保健事業、健康情
報、公示など）を発行し
加入者にリテラシーの向
上のための情報を届ける
。

機関紙（健保組合運営、
収支、保健事業、健康情
報、公示など）を発行し
加入者にリテラシーの向
上のための情報を届ける
。

機関紙（健保組合運営、
収支、保健事業、健康情
報、公示など）を発行し
加入者にリテラシーの向
上のための情報を届ける
。

機関紙（健保組合運営、
収支、保健事業、健康情
報、公示など）を発行し
加入者にリテラシーの向
上のための情報を届ける
。

健康リテラシーの向上に、定期的に保健事
業や健康対策のための情報を定期的に届け
る。

・男性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、肝機能と睡眠
・運動の課題が見られる。睡眠習
慣の非良好者割合については、202
0年度減少したものの、増加傾向。
・女性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、脂質、運動、
睡眠の課題が見られる。特に、身
体活動を実施していない割合が他
健保組合と比較して高い。また、
睡眠習慣の非良好者割合について
は、2020年度減少したものの、増
加傾向で特に40代後半から50代前
半の層が増加している。
・男性被保険者の肝機能の予備群
・重症群割合が、他健保組合より
も多いが、
重症群の人数においては、減少傾
向にある。
・喫煙率は、長年実施している職
場での喫煙対策により被保険者は
男女ともに他健保組合と比べ低い
。全体として経年で男性被保険者
は減少傾向にあるが、女性被保険
者や被扶養者は横ばいであり、年
齢階層別にみると増加している層
（被保険者60代後半）もある。

発行回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- -
(アウトカムは設定されていません)

1,186 1,186 1,186 1,186 1,186 1,186

疾
病
予
防

5 既
存

コミュニケー
ションスキル
研修

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 ３ ケ

事業主社内通知他、健保
媒体を通じて開催を広く
参加を周知。少人数制で
実習中心のコミュニケー
ションスキル研修を実施
し、研修効果を高める。

ア,ケ

健保在籍の医療職が講師
となり、保養施設を活用
し実施。連絡媒体は健保
機関誌・ＨＰのほか、事
業主社内通知ルートを整
備。

オンライン研修と保養所
を利用した合宿によるコ
ミュニケーションスキル
研修の2コースを実施

オンライン研修と保養所
を利用した合宿によるコ
ミュニケーションスキル
研修の2コースを実施

オンライン研修と保養所
を利用した合宿によるコ
ミュニケーションスキル
研修の2コースを実施

オンライン研修と保養所
を利用した合宿によるコ
ミュニケーションスキル
研修の2コースを実施

オンライン研修と保養所
を利用した合宿によるコ
ミュニケーションスキル
研修の2コースを実施

オンライン研修と保養所
を利用した合宿によるコ
ミュニケーションスキル
研修の2コースを実施

コミュニケーションの取れた職場の増加と
メンタル不調者の早期発見

・メンタル疾患の受療率は、経年
（2018対2022）で受療率は0.8％
増加。実患者数は、男性被保険者
において40代以外の年代は増加、
女性被保険者は20代と50代で増加
している。
・男性被保険者は20代、30代、50
代、女性被保険者は20代と40代で
重度メンタル疾患の患者数が増加
している。

開催回数(【実績値】5回　【目標値】令和6年度：5回　令和7年度：5回　令和8年度：5回　令和9年度：5回　令和10年度：5回　令和11年度：5回)- 参加者数(【実績値】47人　【目標値】令和6年度：40人　令和7年度：40人　令和8年度：40人　令和9年度：40人　令和10年度：40人　令和11年度：40人)-
加入者への意識づけ

990 990 990 990 990 990

保
健
指
導
宣
伝

2 既
存

健康マイペー
ジ 全て 男女

18
〜
74

その他 １ ア,エ

利用を促すため、当該ツ
ールへのアクセスごとに
健康づくりポイントを付
与する。
事業主と連携し、健康一
言宣言と合せて当該ツー
ルの登録およびアクセス
を促す。

ア

わかりやすいICTを活用し
た健康管理ツール”Pup U
p"の利用環境を提供。
健保HPからアクセスする
。

ICTを活用したわかりやす
い情報提供と個々人の健
康づくりの取組みの支援
のため、事業主と連携し
て”Pep Up"への登録とア
クセスを促す。

ICTを活用したわかりやす
い情報提供と個々人の健
康づくりの取組みの支援
のため、事業主と連携し
て”Pep Up"への登録とア
クセスを促す。

ICTを活用したわかりやす
い情報提供と個々人の健
康づくりの取組みの支援
のため、事業主と連携し
て”Pep Up"への登録とア
クセスを促す。

ICTを活用したわかりやす
い情報提供と個々人の健
康づくりの取組みの支援
のため、事業主と連携し
て”Pep Up"への登録とア
クセスを促す。

ICTを活用したわかりやす
い情報提供と個々人の健
康づくりの取組みの支援
のため、事業主と連携し
て”Pep Up"への登録とア
クセスを促す。

ICTを活用したわかりやす
い情報提供と個々人の健
康づくりの取組みの支援
のため、事業主と連携し
て”Pep Up"への登録とア
クセスを促す。

健康づくりに取り組む人の拡大

・男性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、肝機能と睡眠
・運動の課題が見られる。睡眠習
慣の非良好者割合については、202
0年度減少したものの、増加傾向。
・女性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、脂質、運動、
睡眠の課題が見られる。特に、身
体活動を実施していない割合が他
健保組合と比較して高い。また、
睡眠習慣の非良好者割合について
は、2020年度減少したものの、増
加傾向で特に40代後半から50代前
半の層が増加している。
・男性被保険者の肝機能の予備群
・重症群割合が、他健保組合より
も多いが、
重症群の人数においては、減少傾
向にある。
・喫煙率は、長年実施している職
場での喫煙対策により被保険者は
男女ともに他健保組合と比べ低い
。全体として経年で男性被保険者
は減少傾向にあるが、女性被保険
者や被扶養者は横ばいであり、年
齢階層別にみると増加している層
（被保険者60代後半）もある。

健康マイページの登録率(【実績値】78％　【目標値】令和6年度：80％　令和7年度：82％　令和8年度：84％　令和9年度：86％　令和10年度：88％　令和11年
度：90％)加入者全体の登録IDの集計

健康マイページアクセス者割合数(【実績値】69％　【目標値】令和6年度：70％　令和7年度：70％　令和8年度：70％　令和9年度：70％　令和10年度：70％　令和11年度：70％)健康マイページへ年に1回でも
アクセスした人数/年度末の登録者数

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
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実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類
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予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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Pep Up登録率(【実績値】36.2％　【目標値】令和6年度：40％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：50％　令和10年度：50％　令和11年度：50％)
加入者全体

Pep Upのアクティブユーザー率の年間平均(【実績値】69％　【目標値】令和6年度：70％　令和7年度：70％　令和8年度：70％　令和9年度：70％　令和10年度：70％　令和11年度：70％)Pep Upに月1回以上
アクセスした者の割合（月別）の平均

40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

5 既
存

健康づくりイ
ンセンティブ
事業

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ア,エ

健保事業への参加のほか
健康診断の結果改善等に
おいても健康ポイントが
付与する。ポイントは貯
めていただくことで好き
な商品などに交換できるP
ep Upポイントを付与。
各自貯まったポイントに
ついては、アプリ内から
確認できる。
またポイントのほかに被
扶養者の家族健診受診者
に対して抽選でゲノム検
査を無料で受けられるイ
ンセンティブを付与する
。

ア

健康支援アプリPep Upよ
り健康ポイントは付与で
きるように体制を構築。
ポイント付与項目につい
ては、ホームページ内に
て周知。

健保組合であらかじめ定
める目標達成者に対し、
商品等への交換可能なポ
イント付与。

健保組合であらかじめ定
める目標達成者に対し、
商品等への交換可能なポ
イント付与。

健保組合であらかじめ定
める目標達成者に対し、
商品等への交換可能なポ
イント付与。

健保組合であらかじめ定
める目標達成者に対し、
商品等への交換可能なポ
イント付与。

健保組合であらかじめ定
める目標達成者に対し、
商品等への交換可能なポ
イント付与。

健保組合であらかじめ定
める目標達成者に対し、
商品等への交換可能なポ
イント付与。

組合員の各種保健事業への参加率向上

・健診受診率は、被扶養者におい
て2020年度から増加しているもの
の、2018年度実績までは戻ってい
ない。全国平均（健保連集計令和3
年度）の被扶養者健診受診率46.1
％よりも高い水準を維持している
。年齢別では被扶養者の40代前半
に課題あり。
・健診未受診者のうち、医療機関
を受診し、健診未受診者の対象が
被扶養者で45.7％（612名）。
・男性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、肝機能と睡眠
・運動の課題が見られる。睡眠習
慣の非良好者割合については、202
0年度減少したものの、増加傾向。
・女性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、脂質、運動、
睡眠の課題が見られる。特に、身
体活動を実施していない割合が他
健保組合と比較して高い。また、
睡眠習慣の非良好者割合について
は、2020年度減少したものの、増
加傾向で特に40代後半から50代前
半の層が増加している。
・男性被保険者の肝機能の予備群
・重症群割合が、他健保組合より
も多いが、
重症群の人数においては、減少傾
向にある。
・喫煙率は、長年実施している職
場での喫煙対策により被保険者は
男女ともに他健保組合と比べ低い
。全体として経年で男性被保険者
は減少傾向にあるが、女性被保険
者や被扶養者は横ばいであり、年
齢階層別にみると増加している層
（被保険者60代後半）もある。

ポイント付与通知時の各事業参加へのリマインド(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10
年度：12回　令和11年度：12回)-

健保事業によるインセンティブポイント（Pep Up）付与数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：37,000,000ポイント　令和7年度：38,000,000ポイント　令和8年度：39,000,000ポイント　令和9年度：40,000,00
0ポイント　令和10年度：42,000,000ポイント　令和11年度：43,000,000ポイント)健康マイページで集計

0 0 0 0 0 0

2 既
存 医療費通知 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ

毎月更新データをWEBに
て提供。定期的に医療費
の費消状況を認識できる
ようにする。

シ 健康マイページ内のWEB
機能を利用。

被保険者・被扶養者あて
に、WEBにて医療費通知
を定期的に提供する。

被保険者・被扶養者あて
に、WEBにて医療費通知
を定期的に提供する。

被保険者・被扶養者あて
に、WEBにて医療費通知
を定期的に提供する。

被保険者・被扶養者あて
に、WEBにて医療費通知
を定期的に提供する。

被保険者・被扶養者あて
に、WEBにて医療費通知
を定期的に提供する。

被保険者・被扶養者あて
に、WEBにて医療費通知
を定期的に提供する。

適切な受診を目指し、加入者が自身の医療
費の費消状況について認知している状態に
する。

・頻回受診は、50代、60代に多く
、65歳未満は内科・泌尿器科・眼
科、前期高齢者は泌尿器科、耳鼻
咽喉科が上位。はしご受診は、小
児以外にも40代以降に多い。

加入者への案内率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年
度：100％)配布集計

-
(アウトカムは設定されていません)

1,168 1,168 1,168 1,168 1,168 1,168

4 既
存

重複受診・多
剤処方通知 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ

WEB登録者に受診情報を
毎月提供するほか、レセ
プトをもとに適正受診（
重複・頻回・時間外診療
を対象）や適正服薬（重
複・他剤服薬・併用禁忌
を対象）の対象者を抽出
し、通知する。

シ
　健康マイページ内のWE
B機能の利用のほか、外部
業者を利用し対象者を抽
出する。

健康マイページ内医療費
通知にて情報提供を行う
と同時に、ダイレクトメ
ールを送付。

健康マイページ内医療費
通知にて情報提供を行う
と同時に、ダイレクトメ
ールを送付。

健康マイページ内医療費
通知にて情報提供を行う
と同時に、ダイレクトメ
ールを送付。

健康マイページ内医療費
通知にて情報提供を行う
と同時に、ダイレクトメ
ールを送付。

健康マイページ内医療費
通知にて情報提供を行う
と同時に、ダイレクトメ
ールを送付。

健康マイページ内医療費
通知にて情報提供を行う
と同時に、ダイレクトメ
ールを送付。

重複診療、多種多剤対象者の抑制

・有害事象発生（ポリファーマシ
ー）の可能性があるリスクの高い6
剤以上の処方がある患者は、被保
険者で10.7%（約432人）、被扶養
者で7.7%（約290人）の該当者が
存在。特に40−60代で多い。

加入者への案内率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年
度：100％)-

通知対象者数（適正受診・適正服薬）(【実績値】835人　【目標値】令和6年度：750人　令和7年度：680人　令和8年度：610人　令和9年度：550人　令和10年度：490人　令和11年度：440人)通知対象者毎年10
％減少を目標

725 725 725 725 725 725
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齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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5 既
存

セカンドライ
フセミナー/ミ
ドルエイジセ
ミナー

一部の
事業所 男女

40
〜
50

基準該
当者 ３ ク,ケ

セカンドライフセミナー
：心身共の健康の維持増
進を目的に、50〜55歳を
対象に、退職後の健康管
理、社会保険制度の概要
等の研修会を事業所単位
で会社、労働組合と共催
で開催する。
ミドルエイジセミナー：4
0〜45歳時を対象に、これ
からの健康管理について
事業所単位で教育を実施
。

ア 会社・労働組合・健保組
合共同で開催する。

会社側で対象者に参加を
呼びかけ、集まった方に
対して、教育を実施。前
年度実施できなかった人
についても、対象者とし
て呼びかける。

会社側で対象者に参加を
呼びかけ、集まった方に
対して、教育を実施。前
年度実施できなかった人
についても、対象者とし
て呼びかける。

会社側で対象者に参加を
呼びかけ、集まった方に
対して、教育を実施。前
年度実施できなかった人
についても、対象者とし
て呼びかける。

会社側で対象者に参加を
呼びかけ、集まった方に
対して、教育を実施。前
年度実施できなかった人
についても、対象者とし
て呼びかける。

会社側で対象者に参加を
呼びかけ、集まった方に
対して、教育を実施。前
年度実施できなかった人
についても、対象者とし
て呼びかける。

会社側で対象者に参加を
呼びかけ、集まった方に
対して、教育を実施。前
年度実施できなかった人
についても、対象者とし
て呼びかける。

セカンドライフ/ミドルエイジセミナーへ参
加してもらい、退職後やこれからの健康管
理の認知を高める。

・男性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、肝機能と睡眠
・運動の課題が見られる。睡眠習
慣の非良好者割合については、202
0年度減少したものの、増加傾向。
・女性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、脂質、運動、
睡眠の課題が見られる。特に、身
体活動を実施していない割合が他
健保組合と比較して高い。また、
睡眠習慣の非良好者割合について
は、2020年度減少したものの、増
加傾向で特に40代後半から50代前
半の層が増加している。
・男性被保険者の肝機能の予備群
・重症群割合が、他健保組合より
も多いが、
重症群の人数においては、減少傾
向にある。
・喫煙率は、長年実施している職
場での喫煙対策により被保険者は
男女ともに他健保組合と比べ低い
。全体として経年で男性被保険者
は減少傾向にあるが、女性被保険
者や被扶養者は横ばいであり、年
齢階層別にみると増加している層
（被保険者60代後半）もある。

セカンドライフセミナー実施回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年
度：4回)- セカンドライフセミナー参加者数(【実績値】174人　【目標値】令和6年度：140人　令和7年度：140人　令和8年度：140人　令和9年度：140人　令和10年度：140人　令和11年度：140人)-

ミドルエイジセミナー実施回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度
：4回)- ミドルエイジセミナー参加者数(【実績値】55人　【目標値】令和6年度：100人　令和7年度：100人　令和8年度：100人　令和9年度：100人　令和10年度：100人　令和11年度：100人)-

5,880 5,880 5,880 5,880 5,880 5,880

5 既
存

健康づくり活
動補助事業 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ ケ

被保険者については、事
業所分析結果をもとに事
業所での健康づくり活動
の拡大を働きかける。事
業所でのイベント実施等
健康づくり活動（禁煙活
動含む）に対し、その費
用の全てまたは一部を健
康づくり活動補助として
健保組合で負担する。産
業医定例会、事業所訪問
、事業所分析データ等を
利用し、健康づくり事業
の提案を行う。

ア,イ 実施主体は事業所、費用
補助は健保組合。

事業所での健康づくり活
動に対し、その費用の全
てまたは一部を健康づく
り活動補助として健保組
合で負担し、健康づくり
活動を推進する。

事業所での健康づくり活
動に対し、その費用の全
てまたは一部を健康づく
り活動補助として健保組
合で負担し、健康づくり
活動を推進する。

事業所での健康づくり活
動に対し、その費用の全
てまたは一部を健康づく
り活動補助として健保組
合で負担し、健康づくり
活動を推進する。

事業所での健康づくり活
動に対し、その費用の全
てまたは一部を健康づく
り活動補助として健保組
合で負担し、健康づくり
活動を推進する。

事業所での健康づくり活
動に対し、その費用の全
てまたは一部を健康づく
り活動補助として健保組
合で負担し、健康づくり
活動を推進する。

事業所での健康づくり活
動に対し、その費用の全
てまたは一部を健康づく
り活動補助として健保組
合で負担し、健康づくり
活動を推進する。

事業所の課題に合わせた健康活動の推進と
参加者のヘルスリテラシーの向上

・男性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、肝機能と睡眠
・運動の課題が見られる。睡眠習
慣の非良好者割合については、202
0年度減少したものの、増加傾向。
・女性被保険者の健康状況（健診
値）と生活習慣（問診）を他健保
組合と比較すると、脂質、運動、
睡眠の課題が見られる。特に、身
体活動を実施していない割合が他
健保組合と比較して高い。また、
睡眠習慣の非良好者割合について
は、2020年度減少したものの、増
加傾向で特に40代後半から50代前
半の層が増加している。
・男性被保険者の肝機能の予備群
・重症群割合が、他健保組合より
も多いが、
重症群の人数においては、減少傾
向にある。
・喫煙率は、長年実施している職
場での喫煙対策により被保険者は
男女ともに他健保組合と比べ低い
。全体として経年で男性被保険者
は減少傾向にあるが、女性被保険
者や被扶養者は横ばいであり、年
齢階層別にみると増加している層
（被保険者60代後半）もある。

取り組みへの周知回数(【実績値】3回　【目標値】令和6年度：5回　令和7年度：5回　令和8年度：5回　令和9年度：5回　令和10年度：5回　令和11年度：5回)産
業医定例会、事業所訪問、健保事業検討会を通して医療費データや事業所歩健康状態を周知。事業への取り組みを促進する。 事業参加者数(【実績値】1,528人　【目標値】令和6年度：500人　令和7年度：600人　令和8年度：700人　令和9年度：700人　令和10年度：700人　令和11年度：700人)-

990 990 990 990 990 990

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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2 新
規

LINEによる情
報配信 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ エ

LINE配信により、情報を
閲覧しやすい環境を提供
。多くに閲覧してもらう
ために、各事業所担当部
門長や窓口担当者、産業
保健スタッフのメールや
社内イントラ、ポスター
などで周知する。

ア,イ,ク
事業主から閲覧を促す情
報提供ができる体制を整
備。

月2回LINEを配信し、加入
者にリテラシーの向上の
ための情報を届ける。

月2回LINEを配信し、加入
者にリテラシーの向上の
ための情報を届ける。

月2回LINEを配信し、加入
者にリテラシーの向上の
ための情報を届ける。

月2回LINEを配信し、加入
者にリテラシーの向上の
ための情報を届ける。

月2回LINEを配信し、加入
者にリテラシーの向上の
ための情報を届ける。

月2回LINEを配信し、加入
者にリテラシーの向上の
ための情報を届ける。

健康リテラシーの向上のため、定期的に保
健事業や健康対策のための情報を定期的に
届ける。

・健診受診率は、被扶養者におい
て2020年度から増加しているもの
の、2018年度実績までは戻ってい
ない。全国平均（健保連集計令和3
年度）の被扶養者健診受診率46.1
％よりも高い水準を維持している
。年齢別では被扶養者の40代前半
に課題あり。
・健診未受診者のうち、医療機関
を受診し、健診未受診者の対象が
被扶養者で45.7％（612名）。
・特定保健指導の割合を経年で集
計すると、服薬者の割合が増加傾
向。被保険者においては積極的支
援の割合が減少傾向にあり、特定
保健指導対象者は他健保組合とほ
ぼ同割合。被扶養者においては、
非肥満・検査値正常群の割合が減
少している。
・40歳未満の特定保健指導域該当
の実態を集計すると、男性被保険
者おいては、 35〜39歳　25.0%（
153人）、30〜34歳　21.2％（125
人）、29歳以下14.3％（134人）
が既に特定保健指導に該当してい
る。若年層の保健指導等の検討が
必要である。

配信回数(【実績値】-　【目標値】令和6年度：24回　令和7年度：24回　令和8年度：24回　令和9年度：24回　令和10年度：24回　令和11年度：24回)- -
(アウトカムは設定されていません)

500 500 500 500 500 500

疾
病
予
防

5 既
存

心の健康づく
り活動 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ３ エ,ケ

事業主でのストレスチェ
ック実施後の相談窓口と
して位置づけ、事業主か
ら紹介し認知度を高めて
いる。
その他、健保機関誌、メ
ルマガおよび事業主会社
イントラで広く周知。

イ,ケ

健保事健保事務所内にカ
ウンセリングルームを設
置し、健保の医療職が面
談を実施。
就業時間中の利用含め、
事業主とストレスチェッ
クと連携して共同で体制
整備。

健保事務所にカウンセリ
ングルー厶を設置し、被
保険者等の心の健康づく
りを支援する。

健保事務所にカウンセリ
ングルー厶を設置し、被
保険者等の心の健康づく
りを支援する。

健保事務所にカウンセリ
ングルー厶を設置し、被
保険者等の心の健康づく
りを支援する。

健保事務所にカウンセリ
ングルー厶を設置し、被
保険者等の心の健康づく
りを支援する。

健保事務所にカウンセリ
ングルー厶を設置し、被
保険者等の心の健康づく
りを支援する。

健保事務所にカウンセリ
ングルー厶を設置し、被
保険者等の心の健康づく
りを支援する。

メンタルヘルスの不調者の早期対応のため
、適切なタイミングでのカウンセリング利
用の促進

・メンタル疾患の受療率は、経年
（2018対2022）で受療率は0.8％
増加。実患者数は、男性被保険者
において40代以外の年代は増加、
女性被保険者は20代と50代で増加
している。
・男性被保険者は20代、30代、50
代、女性被保険者は20代と40代で
重度メンタル疾患の患者数が増加
している。

案内回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)- 面談回数(【実績値】124回　【目標値】令和6年度：100回　令和7年度：100回　令和8年度：100回　令和9年度：100回　令和10年度：100回　令和11年度：100回)延べ人数
1,618 1,618 1,618 1,618 1,618 1,618

4,5 既
存 電話健康相談 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ,ケ

けんぽだより、メルマガ
を活用して電話健康相談
の認知度を高め、利用を
促す。
外部窓口は24時間対応で
利便性を確保する。
専門医相談もセットし安
心感も提供。

ウ
相談窓口は外部に委託。
セカンドオピニオンサー
ビスも並行実施。
連絡先は、けんぽだより
、HPに常時掲載。

病気への対応力の高い環
境づくりを目指し、健康
電話相談サービス（24時
間）及びセカンドオピニ
オンサービスを加入者に
提供する。

病気への対応力の高い環
境づくりを目指し、健康
電話相談サービス（24時
間）及びセカンドオピニ
オンサービスを加入者に
提供する。

病気への対応力の高い環
境づくりを目指し、健康
電話相談サービス（24時
間）及びセカンドオピニ
オンサービスを加入者に
提供する。

病気への対応力の高い環
境づくりを目指し、健康
電話相談サービス（24時
間）及びセカンドオピニ
オンサービスを加入者に
提供する。

病気への対応力の高い環
境づくりを目指し、健康
電話相談サービス（24時
間）及びセカンドオピニ
オンサービスを加入者に
提供する。

病気への対応力の高い環
境づくりを目指し、健康
電話相談サービス（24時
間）及びセカンドオピニ
オンサービスを加入者に
提供する。

（重複や夜間受診などの）不要不急な医療
の抑制に向け、電話相談の利用を促し、適
正受診を促進する。

・頻回受診は、50代、60代に多く
、65歳未満は内科・泌尿器科・眼
科、前期高齢者は泌尿器科、耳鼻
咽喉科が上位。はしご受診は、小
児以外にも40代以降に多い。

周知回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)けんぽだより、
ホームページ、メルマガ等で周知 利用件数(【実績値】423件　【目標値】令和6年度：1,000件　令和7年度：1,000件　令和8年度：1,000件　令和9年度：1,000件　令和10年度：1,000件　令和11年度：1,000件)報告書にて確認

0 0 0 0 0 0

7 既
存

ジェネリック
医薬品利用通
知

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ エ

WEB登録者にジェネリッ
クの差額通知をわかりや
すく毎月提供する。

シ 健康マイページ内のWEB
機能を利用。

健康マイページ内のジェ
ネリック差額通知機能を
用いて情報提供を行う。

健康マイページ内のジェ
ネリック差額通知機能を
用いて情報提供を行う。

健康マイページ内のジェ
ネリック差額通知機能を
用いて情報提供を行う。

健康マイページ内のジェ
ネリック差額通知機能を
用いて情報提供を行う。

健康マイページ内のジェ
ネリック差額通知機能を
用いて情報提供を行う。

健康マイページ内のジェ
ネリック差額通知機能を
用いて情報提供を行う。

ジェネリック医薬品の利用を促進する。
後発医薬品の数量割合は2022年度8
2.6％であり、国の目標の80％を超
えている。

加入者への案内率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年
度：100％)配布集計 ジェネリック利用率(【実績値】82％　【目標値】令和6年度：85％　令和7年度：85％　令和8年度：85％　令和9年度：85％　令和10年度：85％　令和11年度：85％)レセプト確認

個別の事業
0 0 0 0 0 0

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
保険者） 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員,被
保険者

３ ケ
年度初に健診結果の提出
を求める。9月に提出状況
をチェックし、未提出の
事業所に対して個別に提
出を督促する。

ア,イ 事業所の定期健康診断と
合わせて実施しする。

被保険者については事業
主の定期健康診断にて代
替する。特定健診対象者
について、定期健康診断
実施結果の提出を事業所
に求める。

被保険者については事業
主の定期健康診断にて代
替する。特定健診対象者
について、定期健康診断
実施結果の提出を事業所
に求める。

被保険者については事業
主の定期健康診断にて代
替する。特定健診対象者
について、定期健康診断
実施結果の提出を事業所
に求める。

被保険者については事業
主の定期健康診断にて代
替する。特定健診対象者
について、定期健康診断
実施結果の提出を事業所
に求める。

被保険者については事業
主の定期健康診断にて代
替する。特定健診対象者
について、定期健康診断
実施結果の提出を事業所
に求める。

被保険者については事業
主の定期健康診断にて代
替する。特定健診対象者
について、定期健康診断
実施結果の提出を事業所
に求める。

メタボリックシンドロームに注目した健康
状況の把握とリスク保持者のスクリーニン
グのため、事業主健診の受診データを連携
することで特定健診受診とみなす。また出
向者の健診データを回収し受診率を向上を
目指す。

・健診受診率は、被扶養者におい
て2020年度から増加しているもの
の、2018年度実績までは戻ってい
ない。全国平均（健保連集計令和3
年度）の被扶養者健診受診率46.1
％よりも高い水準を維持している
。年齢別では被扶養者の40代前半
に課題あり。
・健診未受診者のうち、医療機関
を受診し、健診未受診者の対象が
被扶養者で45.7％（612名）。

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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事業所への督促実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和1
1年度：100％)督促実施事業所数∕加入事業所数 特定健診受診率(【実績値】97％　【目標値】令和6年度：98.0％　令和7年度：98.2％　令和8年度：98.4％　令和9年度：98.6％　令和10年度：98.8％　令和11年度：98.8％)-

27,631 27,631 27,631 27,631 27,631 27,631
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導
（被保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,基準
該当者

３ エ,ケ

事業主から指導に参加す
るよう強く推奨してもら
うとともに、就業時間内
実施とすることで指導実
施率を高める。ICTによる
直接面談をしない方式も
選択可。

ア,イ

ほぼ外部に委託して実施
する。利用勧奨や声かけ
などは事業所の産業看護
職や健保組合窓口担当者
に依頼。事業所担当者と
連携して、健診の当日初
回面談を実施する。

事業主と連携し、被保険
者の特定保健指導を実施
する。複数の委託業者を
事業所で選択してもらう
。健診の当日初回面談（
オンライン面談）を推進
する。

事業主と連携し、被保険
者の特定保健指導を実施
する。複数の委託業者を
事業所で選択してもらう
。健診の当日初回面談（
オンライン面談）を推進
する。

事業主と連携し、被保険
者の特定保健指導を実施
する。複数の委託業者を
事業所で選択してもらう
。健診の当日初回面談（
オンライン面談）を推進
する。

事業主と連携し、被保険
者の特定保健指導を実施
する。複数の委託業者を
事業所で選択してもらう
。健診の当日初回面談（
オンライン面談）を推進
する。

事業主と連携し、被保険
者の特定保健指導を実施
する。複数の委託業者を
事業所で選択してもらう
。健診の当日初回面談（
オンライン面談）を推進
する。

事業主と連携し、被保険
者の特定保健指導を実施
する。複数の委託業者を
事業所で選択してもらう
。健診の当日初回面談（
オンライン面談）を推進
する。

生活習慣予防に向け、まずは生活習慣改善
指導率の向上を図る。

・特定保健指導の割合を経年で集
計すると、服薬者の割合が増加傾
向。被保険者においては積極的支
援の割合が減少傾向にあり、特定
保健指導対象者は他健保組合とほ
ぼ同割合。被扶養者においては、
非肥満・検査値正常群の割合が減
少している。

指導実施呼びかけ率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)- 特定保健指導完了率(【実績値】4.5％　【目標値】令和6年度：50％　令和7年度：52％　令和8年度：54％　令和9年度：56％　令和10年度：58％　令和11年度：60％)-

1,151 1,151 1,151 1,151 1,151 1,151

4

既
存(

法
定)

特定保健指導
（被扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,基準
該当者

１ エ,ケ

自宅訪問型で実施し、利
便性を高める。対象者に
健保から手紙を出状の上
、未申込者へは毎月利用
促進の通知。被保険者へ
も被扶養者の特定保健指
導の案内を送付している
旨メールで通知。ICTによ
る直接面談をしない方式
も選択可。

ウ 外部業者に委託し実施す
る。費用は健保負担。

外部業者を起用し、特定
保健指導を実施する。未
申込者へは案内を繰り返
し送付する。

外部業者を起用し、特定
保健指導を実施する。未
申込者へは案内を繰り返
し送付する。

外部業者を起用し、特定
保健指導を実施する。未
申込者へは案内を繰り返
し送付する。

外部業者を起用し、特定
保健指導を実施する。未
申込者へは案内を繰り返
し送付する。

外部業者を起用し、特定
保健指導を実施する。未
申込者へは案内を繰り返
し送付する。

外部業者を起用し、特定
保健指導を実施する。未
申込者へは案内を繰り返
し送付する。

生活習慣予防に向け、まずは生活習慣改善
指導率の向上を図る。

・特定保健指導の割合を経年で集
計すると、服薬者の割合が増加傾
向。被保険者においては積極的支
援の割合が減少傾向にあり、特定
保健指導対象者は他健保組合とほ
ぼ同割合。被扶養者においては、
非肥満・検査値正常群の割合が減
少している。

指導実施呼びかけ率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)- 特定保健指導完了率(【実績値】34％　【目標値】令和6年度：43％　令和7年度：46％　令和8年度：49％　令和9年度：52％　令和10年度：55％　令和11年度：60％)-

660 660 660 660 660 660
保
健
指
導
宣
伝

5 既
存 育児誌の配布 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 １ ス

被保険者・被扶養者の自
宅宛1年間定期購読できる
ように送付することで利
便性を高める。

シ
外部の出版社に発注する
。
発注は該当者からの申請
による。

出産を迎えた被保険者・
被扶養者宛に育児誌「あ
かちゃんとママ」を１年
間配布する。

出産を迎えた被保険者・
被扶養者宛に育児誌「あ
かちゃんとママ」を１年
間配布する。

出産を迎えた被保険者・
被扶養者宛に育児誌「あ
かちゃんとママ」を１年
間配布する。

出産を迎えた被保険者・
被扶養者宛に育児誌「あ
かちゃんとママ」を１年
間配布する。

出産を迎えた被保険者・
被扶養者宛に育児誌「あ
かちゃんとママ」を１年
間配布する。

出産を迎えた被保険者・
被扶養者宛に育児誌「あ
かちゃんとママ」を１年
間配布する。

健康リテラシーの高い親の人数を増やす。
・頻回受診は、50代、60代に多く
、65歳未満は内科・泌尿器科・眼
科、前期高齢者は泌尿器科、耳鼻
咽喉科が上位。はしご受診は、小
児以外にも40代以降に多い。

配布率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)- 読者ハガキにより満足度が高いと回答した割合(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)-
63,709 63,709 63,709 63,709 63,709 63,709

疾
病
予
防

3

既
存(

法
定)

特定健診（被
扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 １ ア,ケ

健診受診で健康づくりポ
イントを付与し、受診を
促す。未受診者には年に
数回受診のフォローアッ
プを実施。

シ
イーウェルに委託し、巡
回・施設型の健診を実施
。巡回については費用も
全額健保負担。

外部委託先で被扶養者向
け特定健診を手配。年数
回未受診者に受診勧奨を
実施。パート先健診結果
等提出者へのインセンテ
ィブ付与。

外部委託先で被扶養者向
け特定健診を手配。年数
回未受診者に受診勧奨を
実施。パート先健診結果
等提出者へのインセンテ
ィブ付与。

外部委託先で被扶養者向
け特定健診を手配。年数
回未受診者に受診勧奨を
実施。パート先健診結果
等提出者へのインセンテ
ィブ付与。

外部委託先で被扶養者向
け特定健診を手配。年数
回未受診者に受診勧奨を
実施。パート先健診結果
等提出者へのインセンテ
ィブ付与。

外部委託先で被扶養者向
け特定健診を手配。年数
回未受診者に受診勧奨を
実施。パート先健診結果
等提出者へのインセンテ
ィブ付与。

外部委託先で被扶養者向
け特定健診を手配。年数
回未受診者に受診勧奨を
実施。パート先健診結果
等提出者へのインセンテ
ィブ付与。

メタボリックシンドロームに注目した健康
状況の把握とリスク保持者のスクリーニン
グのため、健康診断の受診率の向上を目指
す。

・健診受診率は、被扶養者におい
て2020年度から増加しているもの
の、2018年度実績までは戻ってい
ない。全国平均（健保連集計令和3
年度）の被扶養者健診受診率46.1
％よりも高い水準を維持している
。年齢別では被扶養者の40代前半
に課題あり。
・健診未受診者のうち、医療機関
を受診し、健診未受診者の対象が
被扶養者で45.7％（612名）。

フォローアップの実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令
和11年度：100％)- 特定健診受診率(【実績値】50％　【目標値】令和6年度：52％　令和7年度：54％　令和8年度：56％　令和9年度：58％　令和10年度：60％　令和11年度：65％)-

9,154 9,154 9,154 9,154 9,154 9,154

3 既
存 家族健診 全て 男女

18
〜
39

被扶養
者 １ ア,ケ

健診受診で健康づくりポ
イントを付与し、受診を
促す。未受診者には年に
数回受診のフォローアッ
プを実施。

シ
イーウェルに委託し、巡
回・施設型の健診を実施
。巡回については費用も
全額健保負担。

40歳未満の被扶養である
配偶者を対象に実施。実
施は、外部委託先で被扶
養者向け特定健診と同様
に実施。年に数回未受診
者に受診勧奨を実施。

40歳未満の被扶養である
配偶者を対象に実施。実
施は、外部委託先で被扶
養者向け特定健診と同様
に実施。年に数回未受診
者に受診勧奨を実施。

40歳未満の被扶養である
配偶者を対象に実施。実
施は、外部委託先で被扶
養者向け特定健診と同様
に実施。年に数回未受診
者に受診勧奨を実施。

40歳未満の被扶養である
配偶者を対象に実施。実
施は、外部委託先で被扶
養者向け特定健診と同様
に実施。年に数回未受診
者に受診勧奨を実施。

40歳未満の被扶養である
配偶者を対象に実施。実
施は、外部委託先で被扶
養者向け特定健診と同様
に実施。年に数回未受診
者に受診勧奨を実施。

40歳未満の被扶養である
配偶者を対象に実施。実
施は、外部委託先で被扶
養者向け特定健診と同様
に実施。年に数回未受診
者に受診勧奨を実施。

メタボリックシンドロームに注目した健康
状況の把握とリスク保持者のスクリーニン
グのため、健診の受診率の向上を目指す。

・健診受診率は、被扶養者におい
て2020年度から増加しているもの
の、2018年度実績までは戻ってい
ない。全国平均（健保連集計令和3
年度）の被扶養者健診受診率46.1
％よりも高い水準を維持している
。年齢別では被扶養者の40代前半
に課題あり。
・健診未受診者のうち、医療機関
を受診し、健診未受診者の対象が
被扶養者で45.7％（612名）。

フォローアップの実施率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令
和11年度：100％)- 健診受診率(【実績値】35.5％　【目標値】令和6年度：36.0％　令和7年度：36.5％　令和8年度：37.0％　令和9年度：37.5％　令和10年度：38.0％　令和11年度：38.5％)-

16,265 16,265 16,265 16,265 16,265 16,265

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標

61



3 既
存

生活習慣病健
診 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 ３ ケ,サ

定期健診に胃がん検診（3
5歳以上希望者）、大腸が
ん検診（40歳以上の希望
者）を付加したコース。
年度初に健診結果の提出
を求める。4月に提出状況
をチェックし、未提出の
事業所に対して個別に提
出を督促する。

ア
事業所の定期健康診断と
合わせて実施しする。法
定外の項目の健診費用は
健保で負担する。

定期健診と併せて実施 定期健診と併せて実施 定期健診と併せて実施 定期健診と併せて実施 定期健診と併せて実施 定期健診と併せて実施
生活習慣病の早期発見と早期治療につなげ
、重症化を予防するために健診受診率を向
上する。

・健診受診率は、被扶養者におい
て2020年度から増加しているもの
の、2018年度実績までは戻ってい
ない。全国平均（健保連集計令和3
年度）の被扶養者健診受診率46.1
％よりも高い水準を維持している
。年齢別では被扶養者の40代前半
に課題あり。
・健診未受診者のうち、医療機関
を受診し、健診未受診者の対象が
被扶養者で45.7％（612名）。

事業所への督促実施(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)- 健診受診率(【実績値】97％　【目標値】令和6年度：95％　令和7年度：96％　令和8年度：97％　令和9年度：98％　令和10年度：98％　令和11年度：98％)実施集計

8,050 8,050 8,050 8,050 8,050 8,050

3 既
存

肝炎ウィルス
検査 全て 男女

40
〜
40

被保険
者 １ ケ

年度初に健診結果の提出
を求める。４月に提出状
況をチェックし、未提出
の事業所に対して個別に
提出を督促する。

ア
事業所の定期健康診断と
合わせて実施しする。費
用は健保負担。

定期健診と併せて、40歳
被保険者については肝炎
ウイルス検査を実施。40
歳以上の中途採用者、40
歳過ぎてからの帰国者に
ついては、初回健診にて
実施。

定期健診と併せて、40歳
被保険者については肝炎
ウイルス検査を実施。40
歳以上の中途採用者、40
歳過ぎてからの帰国者に
ついては、初回健診にて
実施。

定期健診と併せて、40歳
被保険者については肝炎
ウイルス検査を実施。40
歳以上の中途採用者、40
歳過ぎてからの帰国者に
ついては、初回健診にて
実施。

定期健診と併せて、40歳
被保険者については肝炎
ウイルス検査を実施。40
歳以上の中途採用者、40
歳過ぎてからの帰国者に
ついては、初回健診にて
実施。

定期健診と併せて、40歳
被保険者については肝炎
ウイルス検査を実施。40
歳以上の中途採用者、40
歳過ぎてからの帰国者に
ついては、初回健診にて
実施。

定期健診と併せて、40歳
被保険者については肝炎
ウイルス検査を実施。40
歳以上の中途採用者、40
歳過ぎてからの帰国者に
ついては、初回健診にて
実施。

肝炎罹患者が適切な治療に取り組めるよう
、早期発見に向け検査実施率を向上する。

・2型糖尿病は経年で医療費が大幅
に増加、脂質異常症や肝疾患も増
加傾向で高血圧症は減少傾向。ま
た、重症化疾患においては、2型糖
尿病合併症・腎不全は増加、虚血
性心疾患・脳血管疾患は減少傾向
にある。
・被保険者の生活習慣病リスクを
各階層別に分解すると、治療放置
群に該当する割合は6.9％で他組合
とほぼ同割合であるものの、該当
者数は増加傾向。重症化群・生活
機能低下群は、他健保組合とほぼ
同割合であるが、重症化群の該当
者数は増加傾向。
・医療機関未受診者のうち、重篤
な疾患を発症するリスクが高い複
数の所見が重なっている対象がい
る。

事業所への督促実施(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)- 肝炎ウィルス受診率(【実績値】99％　【目標値】令和6年度：92％　令和7年度：94％　令和8年度：96％　令和9年度：98％　令和10年度：98％　令和11年度：98％)-

10,500 10,500 10,500 10,500 10,500 10,500

3 既
存 人間ドック 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ケ

契約機関で受診の場合は
窓口負担なく、被扶養者
については健康ポイント
の対象になる。また、ニ
ーズに合わせて特定健診
（定期健診）に替えて選
択できる。広報誌春号で
案内し、メルマガ等で受
診をフォローアップでき
る。

カ

受診する医療機関は健保
組合契約機関もしくは任
意の医療機関。費用は半
額を健保組合から補助。
定期健診に替えて受診で
きることについて会社と
連携。

より詳細な検査を希望す
る加入者に人間ドックを
実施する。広報誌とメル
マガ等で受診を案内する
。

より詳細な検査を希望す
る加入者に人間ドックを
実施する。広報誌とメル
マガ等で受診を案内する
。

より詳細な検査を希望す
る加入者に人間ドックを
実施する。広報誌とメル
マガ等で受診を案内する
。

より詳細な検査を希望す
る加入者に人間ドックを
実施する。広報誌とメル
マガ等で受診を案内する
。

より詳細な検査を希望す
る加入者に人間ドックを
実施する。広報誌とメル
マガ等で受診を案内する
。

より詳細な検査を希望す
る加入者に人間ドックを
実施する。広報誌とメル
マガ等で受診を案内する
。

病気の早期発見のサポートに向け、受診率
を向上する。

・健診受診率は、被扶養者におい
て2020年度から増加しているもの
の、2018年度実績までは戻ってい
ない。全国平均（健保連集計令和3
年度）の被扶養者健診受診率46.1
％よりも高い水準を維持している
。年齢別では被扶養者の40代前半
に課題あり。
・健診未受診者のうち、医療機関
を受診し、健診未受診者の対象が
被扶養者で45.7％（612名）。
・各悪性腫瘍の医療費においては
その他を除き、肺がん、乳がんの
順で多い。コロナ禍の2020年度度
に医療費が一部上昇したという特
徴がある。
・がん患者数においてはその他を
除き、乳がん・大腸がんの順で多
い。乳がん・大腸がん・前立腺が
んは経年で増加傾向である。
・便潜血検査の陽性者のうち医療
機関未受診者が43.0％存在し、医
療機関受診後の悪性腫瘍の診断を
受ける可能性がある対象は8人。

受診案内回数(【実績値】3回　【目標値】令和6年度：5回　令和7年度：5回　令和8年度：5回　令和9年度：5回　令和10年度：5回　令和11年度：5回)- 利用件数(【実績値】183件　【目標値】令和6年度：250件　令和7年度：250件　令和8年度：250件　令和9年度：250件　令和10年度：250件　令和11年度：250件)-
16,582 16,582 16,582 16,582 16,582 16,582

予
算
科
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注1)
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新
規
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注3)
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実施方法

注4)
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チャー
分類

実施体制
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齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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4 既
存

重症化予防事
業 全て 男女

18
〜
74

基準該
当者 ３ エ,ケ

・治療中対象者のうちBMI
、血圧、血糖値、HbA1c
、肝機能、脂質等の数値
を総合的に判断して被保
険者をスクリーニングす
る。対象者には事業所経
由で通知してもらい、参
加を強く促す。
・Pep Upで健診値異常者
（血圧、血糖、脂質）か
つ未治療者へ受診勧奨を
実施し、受診有無をレセ
プトで確認する。

ウ
事業所経由の通知ルート
の整備。
実施は外部業者に委託。

治療中対象者のうち、BMI
、血圧、血糖値、HbA1c
、肝機能、脂質等の数値
を総合的に判断して対象
者を抽出し、事業主産業
保健スタッフまたは総務
担当部門と連携しながら
支援事業への参加を促す
。・Pep Upで健診値異常
者（血圧、血糖、脂質）
かつ未治療者へ受診勧奨
を実施する。

治療中対象者のうち、BMI
、血圧、血糖値、HbA1c
、肝機能、脂質等の数値
を総合的に判断して対象
者を抽出し、事業主産業
保健スタッフまたは総務
担当部門と連携しながら
支援事業への参加を促す
。・Pep Upで健診値異常
者（血圧、血糖、脂質）
かつ未治療者へ受診勧奨
を実施する。

治療中対象者のうち、BMI
、血圧、血糖値、HbA1c
、肝機能、脂質等の数値
を総合的に判断して対象
者を抽出し、事業主産業
保健スタッフまたは総務
担当部門と連携しながら
支援事業への参加を促す
。・Pep Upで健診値異常
者（血圧、血糖、脂質）
かつ未治療者へ受診勧奨
を実施する。

治療中対象者のうち、BMI
、血圧、血糖値、HbA1c
、肝機能、脂質等の数値
を総合的に判断して対象
者を抽出し、事業主産業
保健スタッフまたは総務
担当部門と連携しながら
支援事業への参加を促す
。・Pep Upで健診値異常
者（血圧、血糖、脂質）
かつ未治療者へ受診勧奨
を実施する。

治療中対象者のうち、BMI
、血圧、血糖値、HbA1c
、肝機能、脂質等の数値
を総合的に判断して対象
者を抽出し、事業主産業
保健スタッフまたは総務
担当部門と連携しながら
支援事業への参加を促す
。・Pep Upで健診値異常
者（血圧、血糖、脂質）
かつ未治療者へ受診勧奨
を実施する。

治療中対象者のうち、BMI
、血圧、血糖値、HbA1c
、肝機能、脂質等の数値
を総合的に判断して対象
者を抽出し、事業主産業
保健スタッフまたは総務
担当部門と連携しながら
支援事業への参加を促す
。・Pep Upで健診値異常
者（血圧、血糖、脂質）
かつ未治療者へ受診勧奨
を実施する。

重症化予防に向け生活習慣改善の取組み浸
透に向け、個別介入を強化する。

・2型糖尿病は経年で医療費が大幅
に増加、脂質異常症や肝疾患も増
加傾向で高血圧症は減少傾向。ま
た、重症化疾患においては、2型糖
尿病合併症・腎不全は増加、虚血
性心疾患・脳血管疾患は減少傾向
にある。
・被保険者の生活習慣病リスクを
各階層別に分解すると、治療放置
群に該当する割合は6.9％で他組合
とほぼ同割合であるものの、該当
者数は増加傾向。重症化群・生活
機能低下群は、他健保組合とほぼ
同割合であるが、重症化群の該当
者数は増加傾向。
・医療機関未受診者のうち、重篤
な疾患を発症するリスクが高い複
数の所見が重なっている対象がい
る。

対象者への指導実施案内率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　
令和11年度：100％)- 重症化抑制（人工透析者の新規発生）(【実績値】0人　【目標値】令和6年度：0人　令和7年度：0人　令和8年度：0人　令和9年度：0人　令和10年度：0人　令和11年度：0人)-

Pep Upによる受診勧奨対象者（未治療者）の受診率(【実績値】2.8％　【目標値】令和6年度：20％　令和7年度：20％　令和8年度：20％　令和9年度：20％　令
和10年度：20％　令和11年度：20％)受診者数∕対象者数 -

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

3 既
存 がん検診 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ エ,ケ

胃・大腸がん検診は、定
期健診・家族健診と合わ
せて希望者（被保険者は
胃・大腸がん検診は35歳
以上、家族健診は年齢制
限なし）に実施。血中ピ
ロリ菌抗体検査は、定期
健診と合わせて被保険者
のみに希望者に実施。そ
の他、任意に受診したが
ん検診（胃がん、肺がん
、大腸がん、前立腺がん
、乳がん、子宮がん、腹
部エコー、アミノインデ
ックス、PET、HPV、ピロ
リ菌。年齢制限なし）費
用補助。要精密検査対象
者への受診勧奨を実施す
る。

ア,ウ

加入者が任意に受診した
がん検診について費用の
一部を健保組合で補助す
る。医療機関の指定はな
し。要精密検査対象者へ
の受診勧奨は胃がん・大
腸がんは事業主の産業医
、子宮がん・乳がんは健
診機関より受診勧奨を実
施。

がん検診の費用を補助し
、事業主と連携しながら
、がん検診受診を促す。
また、要精密検査対象者
への受診勧奨を実施する
。

がん検診の費用を補助し
、事業主と連携しながら
、がん検診受診を促す。
また、要精密検査対象者
への受診勧奨を実施する
。

がん検診の費用を補助し
、事業主と連携しながら
、がん検診受診を促す。
また、要精密検査対象者
への受診勧奨を実施する
。

がん検診の費用を補助し
、事業主と連携しながら
、がん検診受診を促す。
また、要精密検査対象者
への受診勧奨を実施する
。

がん検診の費用を補助し
、事業主と連携しながら
、がん検診受診を促す。
また、要精密検査対象者
への受診勧奨を実施する
。

がん検診の費用を補助し
、事業主と連携しながら
、がん検診受診を促す。
また、要精密検査対象者
への受診勧奨を実施する
。

がんの適切な治療に繋がる早期発見強化の
ため、受診率を向上させ、要精密検査対象
者が医療機関を受診するよう促す。

・各悪性腫瘍の医療費においては
その他を除き、肺がん、乳がんの
順で多い。コロナ禍の2020年度度
に医療費が一部上昇したという特
徴がある。
・がん患者数においてはその他を
除き、乳がん・大腸がんの順で多
い。乳がん・大腸がん・前立腺が
んは経年で増加傾向である。
・便潜血検査の陽性者のうち医療
機関未受診者が43.0％存在し、医
療機関受診後の悪性腫瘍の診断を
受ける可能性がある対象は8人。

がん検診実施の周知率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和1
1年度：100％)- 任意受診のがん検診補助金の申請件数(【実績値】736件　【目標値】令和6年度：1,500件　令和7年度：1,500件　令和8年度：1,500件　令和9年度：1,500件　令和10年度：1,500件　令和11年度：1,500件)-

- 胃がん検診受診率(【実績値】47％　【目標値】令和6年度：49％　令和7年度：50％　令和8年度：50％　令和9年度：50％　令和10年度：50％　令和11年度：50％)40歳以上
- 大腸がん検診受診率(【実績値】59％　【目標値】令和6年度：60％　令和7年度：60％　令和8年度：60％　令和9年度：60％　令和10年度：60％　令和11年度：60％)40歳以上
- 子宮がん検診受診率(【実績値】22％　【目標値】令和6年度：24％　令和7年度：25％　令和8年度：26％　令和9年度：27％　令和10年度：28％　令和11年度：29％)20歳以上
- 乳がん検診受診率(【実績値】23％　【目標値】令和6年度：25％　令和7年度：28％　令和8年度：31％　令和9年度：34％　令和10年度：37％　令和11年度：40％)40歳以上
- 肺がん検診受診率(【実績値】60％　【目標値】令和6年度：60％　令和7年度：60％　令和8年度：60％　令和9年度：60％　令和10年度：60％　令和11年度：60％)40歳以上
- ピロリ菌検診受診率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)-

756 756 756 756 756 756

3,4 既
存

歯科検診・歯
科受診勧奨 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ エ,サ

歯科検診参加を案内し、
所見がある場合は受診勧
奨、保健指導を実施。そ
の他は、健保から健保だ
より、メルマガで検診受
診を呼びかけ利用を促す
。歯周病等のリスク者へ
の受診勧奨通知を実施す
る。

ウ 歯科検診センターでの予
約歯科で実施。

歯科検診センターとの契
約による訪問型の歯科検
診を実施する。検診によ
り所見がある場合やリス
クがある対象へは、受診
勧奨を実施する。

歯科検診センターとの契
約による訪問型の歯科検
診を実施する。検診によ
り所見がある場合やリス
クがある対象へは、受診
勧奨を実施する。

歯科検診センターとの契
約による訪問型の歯科検
診を実施する。検診によ
り所見がある場合やリス
クがある対象へは、受診
勧奨を実施する。

歯科検診センターとの契
約による訪問型の歯科検
診を実施する。検診によ
り所見がある場合やリス
クがある対象へは、受診
勧奨を実施する。

歯科検診センターとの契
約による訪問型の歯科検
診を実施する。検診によ
り所見がある場合やリス
クがある対象へは、受診
勧奨を実施する。

歯科検診センターとの契
約による訪問型の歯科検
診を実施する。検診によ
り所見がある場合やリス
クがある対象へは、受診
勧奨を実施する。

う歯や口腔不調の早期発見のため検診受診
率・歯科受診率を向上させる。

・経年で歯科受診者割合は増加し
ているが、全体で約半数が年1回の
歯科受診がなく、そのうち3年連続
未受診者は61.7%（4,829人）と多
い。年齢階層別では20代が最も歯
科未受診者割合が高く、被保険者
は被扶養者と比べ低い傾向にある
。

歯科未受診者への通知率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11
年度：100％)- 歯科受診率(【実績値】49.9％　【目標値】令和6年度：50.0％　令和7年度：50.5％　令和8年度：51.0％　令和9年度：51.5％　令和10年度：52.0％　令和11年度：52.5％)-

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
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新
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齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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3 既
存

脳血管系疾患
予防検査補助 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ケ,サ

事業主と連携し、幅広く
利用を呼び掛ける。健康
診断時でも実施できるよ
うにオプションの検査項
目として追加する。ホー
ムページけんぽだより、
メルマガ等で利用促進す
る。

ア,ウ

検査項目はMRI、MRA、
頸部超音波、ＬＯＸ−ｉ
ｎｄｅｘ検査、頭部CTと
し、検査費用の一部を健
保組合にて補助する。実
施可能な医療機関につい
ては、事業所の健康診断
時にオプションとして実
施できるよう環境を整備
。

被保険者・被扶養者を対
象に、脳血管疾患発見に
寄与する検査の実施を促
す。

被保険者・被扶養者を対
象に、脳血管疾患発見に
寄与する検査の実施を促
す。

被保険者・被扶養者を対
象に、脳血管疾患発見に
寄与する検査の実施を促
す。

被保険者・被扶養者を対
象に、脳血管疾患発見に
寄与する検査の実施を促
す。

被保険者・被扶養者を対
象に、脳血管疾患発見に
寄与する検査の実施を促
す。

被保険者・被扶養者を対
象に、脳血管疾患発見に
寄与する検査の実施を促
す。

脳血管の異常の早期発見強化のため、特に
既往歴・家族歴のある方に対して促進を強
化する。

・2型糖尿病は経年で医療費が大幅
に増加、脂質異常症や肝疾患も増
加傾向で高血圧症は減少傾向。ま
た、重症化疾患においては、2型糖
尿病合併症・腎不全は増加、虚血
性心疾患・脳血管疾患は減少傾向
にある。
・被保険者の生活習慣病リスクを
各階層別に分解すると、治療放置
群に該当する割合は6.9％で他組合
とほぼ同割合であるものの、該当
者数は増加傾向。重症化群・生活
機能低下群は、他健保組合とほぼ
同割合であるが、重症化群の該当
者数は増加傾向。
・医療機関未受診者のうち、重篤
な疾患を発症するリスクが高い複
数の所見が重なっている対象がい
る。

周知回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)- 利用者数(【実績値】81人　【目標値】令和6年度：100人　令和7年度：100人　令和8年度：100人　令和9年度：100人　令和10年度：100人　令和11年度：100人)-
9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000

8 既
存

インフルエン
ザ予防接種補
助金

全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ エ,サ

事業主と連携し、社内接
種機会や、医療機関での
接種など幅広く利用を呼
び掛ける。ホームページ
、けんぽだより、メルマ
ガ等で利用促進する。

ア,ウ
事業所内での集団接種の
実施もしくは医療機関で
の接種への健保による費
用補助

事業所内での集団接種と
医療機関による個別接種
にて実施。集団接種は事
業所より接種者リストと
請求書をもらうことで補
助、個別接種は補助金申
請により補助を行う。

事業所内での集団接種と
医療機関による個別接種
にて実施。集団接種は事
業所より接種者リストと
請求書をもらうことで補
助、個別接種は補助金申
請により補助を行う。

事業所内での集団接種と
医療機関による個別接種
にて実施。集団接種は事
業所より接種者リストと
請求書をもらうことで補
助、個別接種は補助金申
請により補助を行う。

事業所内での集団接種と
医療機関による個別接種
にて実施。集団接種は事
業所より接種者リストと
請求書をもらうことで補
助、個別接種は補助金申
請により補助を行う。

事業所内での集団接種と
医療機関による個別接種
にて実施。集団接種は事
業所より接種者リストと
請求書をもらうことで補
助、個別接種は補助金申
請により補助を行う。

事業所内での集団接種と
医療機関による個別接種
にて実施。集団接種は事
業所より接種者リストと
請求書をもらうことで補
助、個別接種は補助金申
請により補助を行う。

4インフルエンザの爆発的な流行を抑えるこ
とで、医療費の高騰、生産性の低下を防止
する。

・インフルエンザの受領率は、他
健保組合と比較して大きな差はな
いが、2022年度に受療率が増えて
きている。

周知回数(【実績値】4回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)けんぽだより、
ホームページ、メルマガ等で補助金実施の周知と共に予防接種実施の勧奨を行う 接種率(【実績値】20％　【目標値】令和6年度：25％　令和7年度：25％　令和8年度：25％　令和9年度：25％　令和10年度：25％　令和11年度：25％)接種者数∕全加入者

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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